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研究背景と目的 
 

1. 近年の自然災害 
 

古くから，日本は自然災害に多く見舞われる風土である．日本は環太平洋造山帯に属して

いることから地震が多く発生し，台風の通り道に位置する島国であるために毎年夏から秋に

かけて台風被害に見舞われる．近年，温暖化の影響で台風や豪雨が甚大化しており，日本で

も毎年のように甚大な水災害が発生している 1)．地震災害についても，2011 年に発生した東

北地方太平洋沖地震では，東北地方を中心に東日本全体に甚大な被害が生じている．また，

近い将来には南海トラフを震源とする巨大地震の発生が危惧されている．大規模な地震災害

は定期的に発生すると言われており，南海トラフでの地震についても過去の文献から 100 年

から 150 年の周期で発生していると考えられている 2)．地震調査研究推進本部は，2020 年 1

月時点で，今後 30 年以内に 70~80%の確率で M8~9 クラスの巨大地震が南海トラフで発生す

るという予測を発表している 3)．内閣府の被害想定では，南海トラフ地震による死者・行方不

明者は最大で約 32.3 万人にも及ぶと想定されている 4)．また，東京では首都直下での巨大地

震の発生も危惧されている．首都直下地震についても M７クラスの地震が今後 30 年以内に

70％程度の確率で発生すると予測されている．内閣府の被害想定では，首都直下地震による

死者・行方不明者は最大で約 2.3 万人，経済的被害は約 95 兆円に及ぶと想定されている 5)．

中央防災会議では，今後発生の危惧される巨大地震への防災・減災対策として，平成 26 年に

「大規模地震防災・減災対策大綱」を取りまとめている（図-1）6)．  

 
図-1 大規模地震防災・減災大綱 5) 

（中央防災会議「大規模地震防災・減災対策大綱」より引用） 
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大規模地震防災・減災対策大綱では，防災・減災対策を 1.事前防災，2.災害発生時の効果的な

災害応急対策への備え，3.被災地内外における混乱の防止，4.様々な地域的課題への対応，5.

特に考慮すべき二次災害、複合災害、過酷な事象への対応，6.本格復旧・復興，7.対策の効果

的な推進，の７つに大別している．このうち，1 の事前防災は地震が発生する前に予め講じて

おく対策であるのに対して，2 の災害発生時の効果的な災害応急対策への備えは地震が発生

した後に講じる対策を定めるものである． 

 

2. 地震への事前対策 
 

 事前対策は災害が発生する前に予め発生しうる被害を想定し，対策を講じるものである．

災害の中でも台風や豪雨などは影響を及ぼす地域や影響の程度など災害が発生する前に詳細

な予測が可能であるため，直前の応急対策を講じる場合が多い．一方で，地震災害はいつど

こで発生するか詳細な予測が非常に困難であり，直前の応急対策を講じることは出来ない．

そのため，地震災害については発生しうる災害を想定し，予め十分な対策を完了しておく必

要がある．事前対策はハード対策を示す場合が多く，発生する地震動に対して被害を低減さ

せることを主な目的とする． 

事前対策としてハード対策を実施する際には発生する災害の想定，想定した災害による被

害の推定，被害を低減するための対策の考案が段階的に行われる必要がある．発生する地震

災害によって生じる被害の程度や被害に対して実施すべき対策は異なるため，想定する地震

災害の設定は非常に重要である．現状の地震発生予測では，断層ごとに今後 10 年や 30 年，

50 年の時間スケールで発生確率を算出しており，詳細な地震発生の予測には至っていない．

耐震設計ではレベル 1 地震動及びレベル 2 地震動と呼ばれる地震動が使用される 7)．レベル 1

およびレベル 2 地震動は兵庫県南部地震での甚大な被害を踏まえて設計に用いられるように

なった地震動強さである．レベル 1 地震動は作用しても構造物の損傷が生じないことが求め

られる地震動強さを表す．レベル 2 地震動は「極めて稀であるが非常に強い地震動」として

設定される地震動であり，損傷過程にまで立ち入って構造物の耐震設計を照査する必要があ

る．2011 年の東北地方太平洋沖地震では，津波や液状化によって広い地域で甚大な被害が生

じ，想定する地震動の規模や特性についての課題，対策の不足など事前対策を改める必要性

が指摘されている 8)． 

 

3. 地震に対する事後対策 
 

 地震災害は詳細な予測が困難であり，突発的に発生する災害であるため，地震発生後に実

施する事後対応が非常に重要である．大規模地震防災・減災大綱では，地震発生後に取り組

む対策として，発災直後の災害対応体制の構築，原子力事業所への対応，救助・救急対策，医

療対策，消火活動，緊急輸送のための交通の確保・緊急輸送活動，食料・水・生活必需品等の

物資の調達，燃料の供給対策，避難者や帰宅困難者等への対応，ライフライン・インフラの復

旧対策，保健衛生・防疫対策，遺体対策，災害廃棄物等の処理対策，防災情報対策，社会秩序
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の確保・安定，多様な空間の効果的利用の実現，広域連携・支援体制の確立が挙げられてい

る．発災時に早急に対応しなければならない事項は非常に多く，発災直後の混乱した現場で

これらの対策に取り組むことが求められる．そのため，事後対策は予め地震災害が発生した

場合を想定し，実施すべき応急対応をある程度定めておくことで，発災後の対応の効率を高

めることや対応の漏れを防ぐことが重要である．  

 東北地方太平洋沖地震によって広範囲にわたって甚大な被害が生じた東日本大震災では，

災害によって被害情報収集に不備が生じ，不十分な情報しか得られない中での応急対応を余

儀なくされた 9)．東日本大震災の際には，地震や津波によって情報通信インフラが被害を受け

たことで情報通信が正常に行えないという問題が生じている．また，自治体の庁舎や職員が

被災したことで自治体の機能が低下し，正確で迅速な情報収集を行うことが出来ないなどの

問題も生じた．甚大な災害に見舞われた際には，特定の情報源からの情報は得られない場合

があり，様々な情報から被害情報を想定することが求められる． 

  

4. 複合災害による被害甚大化 
  

大規模な地震災害は様々な構造物に被害を及ぼす恐れがある．仮に，地震が発生した際に

構造物が機能を失うほどの被害を受け，復旧が行われる前に大規模な水害が発生すれば，複

合的に甚大な被害が生じることが考えられる．2011 年の東北地方太平洋沖地震では地震に伴

う津波によって広範囲に甚大な被害が生じている．この災害によって地震と水害による複合

災害が甚大な影響を及ぼすことが広く認識された．近年，地球温暖化の影響によって集中豪

雨や台風が甚大化していると考えられている．地震による津波と豪雨とでは水害の発生機構

が異なるが，大規模な豪雨や高潮は津波に匹敵する被害を及ぼす場合がある．そのため，複

合災害によって地震災害が甚大化するリスクが高まっていると考えられる 1)． 

 

5. 本論文の目的 
  

 本研究では甚大化のリスクが高まる地震災害に対する被害低減を目的とし，事前対策と事

後対応それぞれに資する研究に取り組む．地震対策のうち，事前対策は事前に十分なハード

対策を講じておくことで災害によって生じる被害を低減させることを目的とする．一方で，

事後対応は災害によって発生した被害に対して被害の拡大，深刻化を防ぐことや被害の収束，

復興を早めることを目的とする．事前対策と事後対応は異なるアプローチで地震災害による

人的被害，経済的被害を低減させるものである． 

 

6. 本論文の構成 
 

本論文は第 1 編「ベイズ推定による被害情報の予測」，第 2 編「弾塑性力学による被害予測

シミュレーション」の 2 編から構成される． 

 第 1 編では，地震時の事後対応に資する研究として，統計的なベイズ推定手法を用いて地
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震発生直後の被害情報の推定を試みる． 

第 1 編第 1 章では，事前対応における被害情報予測の必要性およびベイズ推定を用いた被

害予測手法の位置づけについて述べる． 

第 1 編第 2 章では，ベイズ推定を用いた被害予測モデルの定式化および既往の推定成果に

ついて述べる． 

第 1 編第 3 章では，地震時の死亡者数の推移を表現する死亡者数再現関数について検討す

る． 

第 1 編第 4 章では，推定値を早期に収束させるための事前分布パラメータ設定手法を検討

する． 

第 1 編第 5 章では，第 1 編での研究成果をまとめている． 

 第 2 編では，地震に対する事前対策に資する研究として，弾塑性力学に基づいて広域地域

を対象とした動的解析を実施する． 

第 2 編第 1 章では，弾塑性解析による被害推定の必要性について述べる． 

第 2編第 2章では，有限要素解析手法の定式化および使用する構成モデルについて述べる． 

第 2 編第 3 章では，弾塑性動的解析における解析パラメータを N 値から決定する手法を構

築する． 

第 2 編第 4 章では，東京都の海抜ゼロメートル地帯の地域性について述べ，東京都東部を

対象とした広域液状化解析を実施する．  

第 2 編第 5 章では，第 2 編での研究成果をまとめている． 

結語では，本論文での成果を踏まえ，今後の展望について述べる． 
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第 1編 ベイズ推定による被害情報の予測 
 

第 1 章 被害情報予測の必要性 

 

 近年多発化，甚大化する自然災害に対して，より迅速に応急対応を実施することが求めら

れている．日本では多くの自然災害に見舞われるが，中でも地震災害は現在においても発生

の詳細な予測が困難であり，発災後の初期対応の迅速性が重要となる．地方公共団体の中に

は，発災時の初期対応の効率化のためにタイムラインを作成している地域がある．タイムラ

インは実施すべき初期対応を時系列に沿ってまとめることで，初期対応を効率的に実施する

ことが出来る．しかし，実際にタイムラインを利用する発災初期には情報が錯綜し，正確な

被害情報が得られるのに時間を要するという課題がある．タイムラインでの意思決定までに

正確な被害情報が得られなければ，意思決定の遅れや誤った意思決定を行ってしまう恐れが

ある．そのため，地震時の応急対応を効率化するには正確な被害情報をいち早く得る必要が

ある．本研究では発災後に逐次得られる死亡者数の情報からベイズ推定手法を用いて最終的

な死亡者数を予測することで，意思決定の一助とすることを考える． 

 

1.1 本研究での被害情報予測の位置づけ 
  

地震時の被害予測手法については，地震の規模や震源位置などの情報や震源地の地盤情報

などから被害予測を行う研究が多く行われている．内閣府では，震源の位置や規模から地震

動分布，建物被害，人的被害を推計する「地震被害想定支援ツール」1)を開発している．この

ツールでは構造物の被害や人的被害の被害量を推定できるほか，地震対策の実施による減災

効果を計算できる．また，消防庁は地震情報，地盤増幅度などをから地震動分布，家屋倒壊

数，出火件数，人的被害数を推定する「簡易型地震被害想定システム（SEDES：Simplified 

Earthquake Damage Estimation System）」2),3)を開発している．また，2011 年の東日本大震災での

被害を踏まえ，広域の被害分布推定が可能な「広域版地震被害想定システム」4)が開発されて

いる．これらの被害予測ツールは地盤情報や人口分布などの予め得られる情報と地震の位置

や規模などの初期情報のみから被害予測を行うものであり，逐次得られる被害情報は反映さ

れていない．本研究では逐次得られる被害情報を用いて被害規模を推定するものであり，既

往の被害予測ツールとは異なるアプローチからの被害推定を行う手法である． 

 

1.2 防災・減災タイムラインの考え方 
  

災害発生後の対応を予め時系列に沿って定めておくものはタイムライン（防災行動計画）

と呼ばれている 5)．タイムラインは従来，台風や豪雨のように災害の接近が事前に予期できる

災害（進行型災害）に対して，災害発生前から時系列に沿った適切な対策を講じるための手
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法である．図-1.1 は水災害に関する防災・減災対策本部で考えられている大規模水災害に関す

るタイムラインの流れを示している 6)．2012 年にアメリカで甚大な被害をもたらしたハリケ

ーン・サンディが襲来した際，ニューヨーク州やニュージャージー州では事前に策定したタ

イムラインに沿って対策を講じることで被害を最小限に抑えた例がある 7)．また，地震のよう

な事前に規模や発生場所などの予測が困難な災害（突発型災害）についても，事前に発災後

に取り組むべき対応を時系列に沿って検討することで対応の効率化を図ることが出来る．た

だし，実際の災害対応においては想定とは異なる状況が起こることが考えられるため，地震

などの突発型災害では特に発災後の情報収集と臨機応変な対応が重要である．中央防災会議

幹事会は⼤規模地震・津波災害応急対策対処⽅針の中で，大規模地震が発生した際の応急対応

対策の目安としてタイムラインを定めている 8)． 

 

 

図-1.1 大規模水災害に関するタイムライン 6) 

（水災害に関する防災・減災対策本部「大規模水災害に備えたタイムライン 

（防災行動計画）の策定に向けて」より引用） 
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図-1.2 大規模地震発生時の災害応急対策タイムライン 8) 

（中央防災会議幹事会「⼤規模地震・津波災害応急対策対処⽅針」より引用） 

 

1.3 発災後経過時間と生存率との関係 
  

兵庫県南部地震以降，地震災害による建物の倒壊被害などからの人命救助に際して，「黄金

の 72 時間」や「72 時間の壁」という言葉が用いられる．兵庫県南部地震での日別救出者数の
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生存割合 9)のグラフを図-1.3 に示す．人命救助において，発災後の経過時間が長くなるほど生

存率は低下するが，発災後 72 時間付近で生存率は急激に低下すると考えられている．  

人が水分を摂取せずに生存できる時間や建物倒壊の際に受けた外傷，生き埋めになった際の

環境の変化などが，生存率の急落に影響していると考えられている．人命救助においては発

災後早期に適切な救助活動を行い，発災後72時間以内に十分な救助対応の供給が求められる． 

 

 

図-1.3 兵庫県南部地震での日別救出者数の生存割合 9) 
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第 2 章 ベイズ推定を用いた被害予測に関する既往の研究 

 

 小谷ら（2015）1)はベイズ推定を用いて死亡者数を推定するモデルを考案している．本研究

では，小谷らの死亡者数推定モデルを踏まえ，異なる死亡者数再現関数を用いたモデルとの

比較を行い，モデルのパラメータ決定法の検討を実施する． 

 

2.1 ベイズ推定を用いた被害予測モデルの定式化 
 

本節では，小谷らの提案する死亡者数推定モデルについて説明する。このモデルでは，災

害時に逐次得られる人的被害情報として，死亡者数をその災害の規模を代表する値とする．

逐次得られる死亡者数から最終的な死亡者数を推定することで，災害規模を予測する．また，

死亡者数を推定するにあたり，発災後の経過時間 tにおける死亡者数を最終的な死亡者数で除

した値をその時間での死亡者数比 ( )F t とし，死亡者数比を推定することで最終的な死亡者数

を予測する． 

 

2.1.1 死亡者数比式の定式化 

小谷らは死亡者数比の経時変化がワイブル分布に従うと仮定し，死亡者数比再現関数を以

下のように定式化する． 

( ) 1 exp
m

tF t 



  
         

(2.1) 

ここで，m は形状パラメータ， は尺度パラメータ， は位置パラメータである．災害発生時

を原点とすると常に位置パラメータ は 0 となり， m a  と置くと，以下のような式で表せ

る． 

( ) 1 exp
mtF t
a

 
   

   
(2.2) 

(2.2)式を変形すると以下のような式で表せる． 

   
1ln ln ln ln

1 ( )
m t a

F t
  

    
    

(2.3) 

ここで，
1ln ln

1 ( )
y

F t
  

   
  

，  lnx t ，  lng a  と置くと，以下のような直線式で表せる．

事例ごとに時間 tにおける死亡者数比  F t のデータをプロットすることで，最小二乗法を用

いて各事例の適切なパラメータm ， g を求められる． 
y m x g    (2.4) 

 (2.2)式をm ， g を用いて表すと以下のような式で表せる． 
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( ) 1 exp
m

g

tF t
e

 
   

   
(2.5) 

 

2.1.2 ベイズ推定式の定式化 2),3),4) 

 ベイズ推定は逐次得られる情報から真値を推定する統計手法であり，事前分布を適切に設

定することで迅速に真値に近しい推定値を得ることが出来る．ベイズ推定の基本公式は事後

分布∝尤度×事前分布のような式で表され，統計的に設定する事前分布と現在の情報である

尤度を掛けることで，今後の分布である事後分布を推定することが出来る．以下に尤度の定

式化を行う． 

式(2.5)に誤差 を以下の式に示すように導入する． 
y m x g      (2.6) 

誤差 が平均値 0，分散
2 の正規分布に従うと仮定すると，誤差 は以下のような正規分布

に従う． 

 
 

2
2

2

1, | , , exp
22

y g mx
f x y m g 



  
  
 
   

(2.7) 

ここで，簡易化のために分散 2 100  とする．n 個の実情報から成る標本の尤度は以下の式で

表される． 

 

   

   

22
1 1

2 2

22
1 1

2 2

, | ,

1 1exp exp
2 22 2

1 exp
2 22

n n

n
n n

L x y m g

y g mxy g mx

y g mxy g mx

  

 

     
      

   
   

    
            

(2.8) 

行列を用いると，以下のように表せる．ここで，t は転置行列を表す． 

    2

1, | , exp
2

tL x y m g Y X Y X 


 
    

   

1 11
, ,

1n n

y x
g

Y X
m

y x


   
    

       
    

     

(2.9) 

次に事前分布の定式化を行う．パラメータm ， g の事前分布  ,m g が正規分布に従うと仮定

すると，平均値 0 0,m g  及び分散
2 2

0 0,m g  として，事前分布  ,m g は以下の式で表される． 

 
   

22
00

2 2
0 0

1 1, exp exp
2 22 2

gm

m g

mm
m g




  

   
     

   
     

(2.10) 

行列を用いると，以下のように表せる．ここで，t は転置行列を表す． 
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     1
0 0 0

1, exp
2

tm g     
     

   

2
0 0

0 0 2
0 0

0
, ,

0
g g

m m

g
m

 
 

 

   
       
       

(2.11) 

過去の災害事例での経時変化と死亡者数比の関係から事前分布のパラメータm ， g を設定す

る．パラメータm ， g の分散を既知とすることで，式(9)を以下のように変形する．ここで，

仮定した誤差分散よりもm ， g の分散を小さく設定し，関数の尺度を表すパラメータ g の分

散を形状パラメータm の分散よりも大きく設定している． 

0 0

8 0
, ,

0 1
g g
m m

 
     

        
       

(2.12) 

次に，事後分布の定式化を行う．ベイズ推定の基本公式より，事後分布は以下のように表せ

る． 

     

      1
0 0 0

, | , , | , ,

1 1exp exp
2 2

tt

m g x y L x y m g m g

Y X Y X

 

     

 

   
           

     

(2.13) 

式(2.11)を変形すると，以下のような式で表せる． 

     1
1 0 1

1, | , exp
2

tm g x y     
     

   

2
1 1

0 0 2
1 1

0
, ,

0
g g

m m

g
m

 
 

 

   
       
       

(2.14) 

死亡者数の最終報告時間をT とし，最終的な死亡者数を TB とする．情報更新回数 i回目の報

告された累積死亡者数を ib とすると，その時の死亡者数比  iF t は以下の式で表せる． 

 i i TF t b B  (2.15) 

式(2.15)は以下のように変形できるため，死亡者数比を推定し，その時間に報告された累積死

亡者数から割ることで最終的な死亡者数を予測できる． 
 T i iB b F t  (2.16) 

 

2.2 事前分布の設定手法 
 

2.2.1 事前分布パターンの設定 

小谷らは表-2.1 に示す 51 例の地震災害事例地震災害参照資料）のうち，情報更新が 3 回以上行われ

ている色付きで示す 37 事例について，ワイブル分布でその死亡者数の経時変化を表現してい

る．この際のワイブル分布パラメータ ,m g を図-2.1 にプロットする．これらの再現パラメータ

から図-2.1 に枠で示すように 27 通りの分類を作成し，これらの枠の中心点を代表値として設

定する．設定した代表値を表-2.2 に示す．このように再現パラメータの代表値を設定し，事前

分布として利用することで，これまでの地震被害の傾向を考慮した事前分布の設定が可能で
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ある．  

表-2.1 地震災害事例一覧地震災害参照資料） 

 

 

 

 

 

表-2.2 事前分布パターン 

 
 

図-2.1 ワイブル分布での再現パラメータ 

 

2.2.2 事前分布パターンの限定 

 図-2.1 を見ると，対象とする事例によっては事前分布に設定しているすべての分類を用い

ると再現パラメータと大きく異なるパラメータを推定に含むため，推定精度が低下すると考

えられる．そのため，事前分布パターンを限定することで事例によって推定時間を短縮する

ことを考える．再現パラメータの分布を基に図-2.2 のように限定した事前分布パターンを設

定する．限定した事前分布パラメータのみを使用し，算出した推定値の平均を最終死亡者数

の推定値とする．  
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図-2.2 限定した事前分布パターン 

 

2.2.3 推定結果 

 表-2.3 に限定した推定パターンごとの推定時間をまとめる．ここで，推定時間とは推定値が

信頼できる値となるまでに要する時間を呼ぶこととし，実際の最終的な死亡者数と推定値そ

れぞれに±30%の信頼域を想定し，これらの範囲が重なるまでの時間を推定時間として求め

る．表-2.3 より，限定する事前分布パターンによって推定時間は増減するが，限定することで

推定時間を短縮できる事例がある一方で，推定時間が増加する事例が存在し，一様に推定時

間を短縮することは出来ていない．また，最終報告時間までに信頼できる推定値が得られな

い事例も複数見られた．このように，事例によって適切な事前分布を設定することで推定時

間を短縮出来る見込みが得られたものの，一様に信頼できる推定値を得るためには更なる推

定手法，事前分布設定手法の検討が必要である． 
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表-2.3 限定した事前分布パターンごとの推定時間一覧 
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第 3 章 死亡者数再現関数の検討 

 

3.1 死亡者数再現関数の提案 
 

小谷らのベイズ推定モデルでは死亡者数比の経時変化を表現する関数として，ワイブル分

布を用い，推定を行っている．しかし，この手法では信頼できる推定値を得るのに時間を要

するケースが多く，実際の意思決定に用いるには課題が残る．第 3 章では，ワイブル分布に

加えて，新たに二種類の関数を仮定し，本推定モデルに適切な死亡者数再現関数について検

討する．既往の研究で使用されているワイブル分布 1),2)は，材料の疲労寿命分布を表現する関

数として用いられることが多い関数である．兵庫県南部地震では自治体が把握した死亡者数

の経時変化をワイブル分布で近似した研究がある 3)．ここで，新たに仮定する関数はロジステ

ィック曲線と TANH 関数である．ロジスティック曲線 4)は成長曲線のひとつであり，初期段

階では増加量が小さく，途中で増加量が急増し，その後増加量が低下するような S 字形状を

示す関数である．成長曲線は生物の成長を表現する際に多く使われるほか，バグの検出数や

材料の強度など S 字形状を示す様々な現象を表現する際に用いられる 5),6)．TANH 関数は一般

的な双曲線を示す関数であり，S 字形状を表現することは出来ないが，途中で急増し，一定の

値に漸近する形状を表現出来る． 

 

3.2 各死亡者数再現関数式の定式化 
 

ロジスティック曲線と TANH 関数を用いた死亡者数比式をそれぞれ式(3.1)，式(3.2)のよう

に定式化する． 

 

1( )
1 exp

F t
d ct


   

(3.1) 

 ( ) tanhF t at b   (3.2) 

ワイブル分布の定式化と同様にロジスティック曲線と TANH 関数についても線形の式に変形

する．ロジスティック曲線については式(3.3)のように変数 , ,,c d c dx y を置き，式(3.1)を式(3.4)の

ように変形する． 

 
, ,

1ln 1 ,c d c dy x t
F t

 
     

   
(3.3) 

, ,c d c dy cx d   (3.4) 
TANH 関数については式(3.5)のように変数 , ,,a b a bx y を置き，式(3.2)を式(3.6)のように変形する． 

 1
, ,tanh ,a b a by F t x t   (3.5) 

, ,a b a by ax b   (3.6) 

これらの式においてもワイブル分布と同様に，災害事例ごとに時間 t における死亡者数比
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 F t のデータをプロットすることで，最小二乗法を用いて各事例の適切なパラメータを求め

ることが出来る． 

 

3.3 各死亡者数再現関数による再現性 
  

表-2.1 に示す 51 の地震災害事例のうち， 色付きの 37 の地震災害事例については情報更新

回数が 2 回以上行われており，最小二乗法によって各死亡者数再現関数に最適なパラメータ

を求めることが出来る．本研究ではこの 37 事例を災害事例として用いる．なお，表-2.1 では

推定に使用する最終報告時間を災害規模時間，災害規模時間での累計死亡者数を災害規模被

災者数としている．これらの事例の死亡者数比の経時変化を各死亡者数再現関数によって表

現する．図-3.1～3.5 はそれぞれ，実際の死亡者数，ワイブル分布，ロジスティック曲線，TANH

関数で死亡者数比の経時変化を図示する．表-2.1 の災害事例のうち，兵庫県南部地震（1995），

ジャワ島中部地震（2006），東北地方太平洋沖地震（2011），スペイン南部地震（2011），イン

ド北東部地震（2011），イキケ地震（2014）を対象に，上述の 3 種類の死亡者数再現関数での

再現性を比較する．図-3.6 に各事例について再現性を比較したグラフを示す．各死亡者数再現

関数での再現性を比較すると，どの関数を用いた場合でもおおよそ実際の死亡者数の変化を

表現出来ていると考える．スペイン南部地震やイキケ地震での事例を見ると，ロジスティッ

ク曲線は他の関数と比較して短時間で急激に上昇するような傾向を表現出来ており，再現性

が高いと考えられる．また，TANH 関数は他の関数と比べて S 字のような増加傾向を表現出

来ておらず再現性は低いと考えられる． 

ベイズ推定は情報更新の度にパラメータを更新し，最適なパラメータを求める手法である

ため，推定の対象とする事例は災害初期の 24 時間以内に 4 回以上の情報更新が行われている

25 事例としている．対象とする 25 事例を表-3.1 にまとめる． 

 

 
図-3.1 死亡者数比の経時変化（実情報） 
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図-3.2 死亡者数比の経時変化（ワイブル分布） 

 

 
図-3.3 死亡者数比の経時変化（ロジスティック曲線） 

 

 
図-3.4 死亡者数比の経時変化（TANH 関数） 

 
図-3.5 凡例 
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表-3.1 推定対象の地震災害事例（25 事例）地震災害参照資料） 

 
 

  

  

  
 

 

図-3.6 各死亡者数再現関数（ワイブル分布，ロジスティック曲線，TANH関数）による 

実情報の再現性比較 
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3.4 死亡者数再現関数の違いによる推定時間の比較 
  

ワイブル分布，ロジスティック曲線，TANH 関数それぞれを死亡者数再現関数とするモデ

ルを作成し，推定に要する時間を比較する．本研究では，推定値±30%の値が実際の最終死亡

者数±30%に含まれる範囲を信頼できる範囲と定め，推定値が信頼できる範囲に入るまでの

時間を推定時間と定める．ただし，死亡者数の経時変化は離散的なデータであるため推定時

間は情報更新の時点のみに限られる．図-3.7 は兵庫県南部地震の推定時間を死亡者数再現関

数ごとに比較している．ワイブル分布およびロジスティック曲線では 32 時間の更新時点では

推定値が信頼できる範囲内に入っておらず，次の更新時点の 49 時間で信頼できる範囲に入る

ため，推定時間は 49 時間である．TANH 関数では 32 時間の更新時点で推定値が信頼できる

範囲に入るため，推定時間は 32 時間となる．他の災害の推定時間については表-3.3 にまとめ

ている．表-3.3 より，24 時間以内に 4 回以上の情報更新がある災害では，ワイブル分布を用

いると平均 24.5 時間，ロジスティック曲線を用いると平均 26.7 時間，TANH 関数を用いると

平均 23.2 時間で信頼できる推定値を得られる．よって，TANH 関数を死亡者数再現関数とす

るモデルが最も短い時間で信頼できる推定値を得ることができ，平均 24 時間以内に最終死亡

者数を予測することができる． 

 死亡者数再現関数の再現性の比較では，ロジスティック曲線は他の再現関数よりも再現性

が高いように見られるが，推定結果は他の再現関数を用いる場合よりも信頼できる推定値を

得られるまでに時間を要する結果となっている．これはロジスティック曲線がパラメータに

よって敏感に関数形を変化させる関数であることに起因していると考える．ロジスティック

曲線は再現性が高いため，適切なパラメータを設定することが出来れば他の関数よりも正確

に推定を行うことが出来ると考えられるが，事前分布パラメータの設定が適切でない場合に

は推定結果が真値から離れやすい傾向があると考えられる．TANH 関数については逆に，再

現性が低く，パラメータによって関数形が大きく変化しない関数であるため，真値から大き

く離れた推定結果が得られにくいと考えられる． 

 

 
図-3.7 兵庫県南部地震についての推定結果の比較 
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表-3.3 死亡者数再現関数ごとの推定時間の比較 

 
 

3.5 まとめ 
 

 本章では，死亡者数の経時変化を表現する死亡者数再現関数として，ロジスティック曲線

と TANH 関数を新たに提案し，再現性の比較とこれらの再現関数を用いた際の推定時間を比

較した．再現性の比較では，ロジスティック曲線で死亡者数比の急増が表現出来ており，再

現性の高さが確認できた．一方で，TANH 関数は S 字形状を表現出来ておらず，再現性が低

い傾向が確認できた．推定時間の比較では，ロジスティック曲線を用いた際には他の再現関

数を用いた場合よりも平均推定時間が大きくなる結果となった．一方で，TANH 関数を用い

た際には平均の推定時間が最も短い結果となった．ロジスティック曲線は再現性が高くパラ

メータに対する感度が高いために，事前分布の設定が適切でない場合に推定値が真値との差

異が大きい推定値が得られやすいと考えられる．TANH 関数は再現性が低くパラメータに対

する感度が低いために，事前分布の設定が適切でない場合であっても推定値が真値との差異

が小さい推定値が得られたと考えられる． 
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第 4 章 事前分布パラメータ決定手法の検討 

 

ベイズ推定では事前分布を初期条件として設定する．図-3.2~3.4 を見ると，関数を規定する

パラメータの違いによって関数形は多様に変化する．そのため，事前分布パラメータによっ

て信頼できる推定値が得られるまでの時間は大きく変化する．第 4 章では，事前分布パラメ

ータの決定手法について検討を行う． 

 本研究では最終的な死亡者数比を推定することで被害規模の違いを把握し，災害初期対応

における意思決定の一助とすることを目的としている．そのため，意思決定時点までに得ら

れる被害情報を用いて事前分布パラメータを決定することで，推定の精度を向上させること

が出来ると考える．本検討では，二通りの事前分布パラメータ決定手法を考え，より適切な

推定を実施できる推定手法について考える．  

 

4.1 意思決定時点までの被害予測に基づく事前分布パラメータ決定手法 
 

4.1.1 事前分布パラメータ決定手法の概要 

適切な事前分布パラメータの決定手法として，意思決定時点までの死亡者数を推定し，こ

の推定結果によって事前分布パラメータを決定する手法を考える．本研究では地震発生後 24

時間経過時点を意思決定時点と設定する．本手法での事前分布パラメータの決定手順を図-4.1

にまとめる．本手法では，事前推定と本推定の二段階の推定を行う．事前推定では，24 時間

までの死亡者数を最終死亡者数として，24 時間までの死亡者数の推定を行い，事前推定の結

果に応じて本推定での事前分布パラメータを選定する． 

 

4.1.2 事前分布パラメータの設定 

第 3 章の結果より，最も短い推定時間が得られている TANH 関数を本手法では用いること

とする．TANH 関数のパラメータ a，b のうち，b は関数の切片となるパラメータであり，関

数の傾きなどの形状は a のパラメータに依存する．そこで パラメータ a の大きさからパター

ン A，B，C の 3 通りの事前分布を用意し，本推定に使用する．それぞれの事前分布パラメー

タは表-4.1 のように設定する．これらの事前分布を用いて実施する推定結果を表-4.2 にまとめ

ている．表中で×印で示しているものは推定値が信頼できる範囲に入らないものを表してい

る．表-4.2 より東北地方太平洋沖地震を除く全ての地震は推定時間が 24 時間以下となる推定

パターンが存在し，それぞれの災害事例に適した推定パターンを選定することで，24 時間以

内に信頼できる推定値を得ることが出来る．ここで，東北地方太平洋沖地震に関してはどの

推定パターンを用いても信頼できる推定値を得るのに膨大な時間を要するという結果となっ

ている． 

 

4.1.3 事前分布パラメータ決定手順 

事前推定で使用する事前分布パラメータについては，各災害事例の 24 時間までの死亡者数
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の経時変化から決定する．まず，24 時間までの死亡者数を最終死亡者数として死亡者数比の

経時変化を算出し，その死亡者数比の経時変化を表現する再現パラメータを最小二乗法によ

って求める．推定対象の各事例の再現パラメータから，事前推定のための事前分布パラメー

タとして使用する選定パターン ，  の事前分布パラメータを定めている．表-4.3 に判定用

の事前分布パラメータを示す．これらの事前分布パラメータを用いて 24 時間までの死亡者数

を推定し，推定値が真値に近づくまでの時間を比較する．情報更新 2 回目以降で推定値と真

値との誤差が 50%を下回るまでに要する時間を選定時間と定め，選定パターン ，  での選

定時間 t ，t によって本推定で用いる事前分布パラメータを選定する．t t  の場合，パター

ン A の平均値，中央値の事前分布パラメータを用いて最終死亡者数を推定し，その平均値を

最終的な死亡者数の推定値とする． t t  の場合は，パターン A，B，C それぞれの平均値，

中央値の事前分布パラメータを用いて最終死亡者数を推定し，その平均値を最終的な死亡者

数の推定値とする． 

 

 

表-4.2 パターン A，B，C の推定時間の比較 

 

 

 

表-4.1 事前分布パラメータ 

 
表-4.3 判定用事前分布パラメータ 

 図-4.1 事前分布パラメータ選定手順 
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4.1.4 推定結果 

今回対象とする 25 例の災害事例についての推定結果を表-4.4 にまとめる．表-4.4 より，東

北地方太平洋沖地震を除く全ての地震災害事例において 27 時間以内に信頼できる推定値を

得ることが出来る．そのため，先に述べた推定手順で求める推定値のうち，発災後 27 時間以

降に得られる推定値は信頼できる推定値であると考えられる．ただし，推定結果の誤差を比

較すると，すべての推定値の平均を選定する場合には誤差が比較的大きく，パターン A を選

定する場合よりも信頼度は低い傾向が得られる． また，2011 年のミャンマー地震ではほかの

事例と比べて大きな推定誤差が生じている．2011 年のミャンマー地震は最後の更新時点での

死亡者数の増加が大きく，このような事例では推定の信頼度が低くなると考えられる． 

 

表-4.4 事前推定を用いた事前分布パラメータ決定手法での推定結果 

 

 

4.2 再現パラメータの変化に基づく事前分布パラメータ決定手法 
 

4.2.1 事前分布パラメータ決定手法の概要 

前節とは異なる事前分布パラメータ決定手法として，再現パラメータの時間変化に着目し

た事前分布パラメータの決定手法について考える．情報更新に伴って，死亡者数比の経時変

化を表現する死亡者数再現関数のパラメータは変化する．本手法では 24 時間までの死亡者数

の経時変化を表現する再現パラメータと最終的な再現パラメータとの関係について検討する

ことで，24 時間までの死亡数比の経時変化から適切な事前分布パラメータを決定する． 

 

4.2.2 死亡者数比再現パラメータの変化 

表-4.5~4.7 に 24 時間までの死亡者数比の再現パラメータと最終報告時間までの死亡者数比

の再現パラメータを死亡者数再現関数ごとにまとめている．また，図-4.2~4.4 には，24 時間ま

で～最終報告時間まででの再現パラメータの変化を図示している．最終報告時間が 24 時間以

内の事例を除けば，24 時間までの再現パラメータに比べて最終報告時間での再現パラメータ
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の横軸の値が小さくなる傾向が見られる．横軸の値はワイブル分布ではパラメータ m，ロジ

スティック曲線ではパラメータ c，TANH 関数ではパラメータ a である．ここで，各死亡者数

再現関数を用いた死亡者数比式を再掲する． 

ワイブル分布： ( ) 1 exp
m

g

tF t
e

 
   

   

ロジスティック曲線： 
 

1( )
1 exp

F t
d ct


   

TANH 関数：  ( ) tanhF t at b   
死亡者数比式を見ると，パラメータ m，c，a はいずれも経過時間に直接かかるパラメータと

なっているため，最終報告時間まで考慮することで，死亡者数比が１に収束するまでの時間

が長くなるためであると考えられる．再現パラメータの変化方向については傾向が見られる

ものの，事例によってその変化量は大きく異なる．死亡者数情報の伝わり方や情報更新の頻

度，構造物の強度など被害情報の経時変化には地域によって特色があると考えられる．その

ため，本研究では地域ごとに場合分けを行い，再現パラメータの変化量を仮定することで事

前分布パラメータを決定することとする．図-4.5~4.7 に場合分けした地域ごとの再現パラメー

タの変化を図示する．各地域における再現パラメータの変化量の平均値をその地域における

再現パラメータの変化量と仮定し，表-4.8 に記載する．  

 

表-4.5 24 時間までと最終報告時間までの再現パラメータ（ワイブル分布） 
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表-4.6 24 時間までと最終報告時間までの再現パラメータ（ロジスティック曲線） 

 

 

表-4.7 24 時間までと最終報告時間までの再現パラメータ（TANH関数） 
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図-4.2 再現パラメータの変化（ワイブル分布） 

 

 
図-4.3 再現パラメータの変化（ロジスティック曲線） 

 

 
図-4.4 再現パラメータの変化（TANH 関数） 
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地域分類 1（日本地域） 地域分類 2（中国地域） 

  
地域分類 3（東南アジア地域） 地域分類 4（中東地域） 

  
地域分類 5（ヨーロッパ地域） 地域分類 6（北中米地域） 

図-4.5 再現パラメータの変化（再現関数：ワイブル分布） 
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地域分類 1（日本地域） 地域分類 2（中国地域） 

  
地域分類 3（東南アジア地域） 地域分類 4（中東地域） 

  
地域分類 5（ヨーロッパ地域） 地域分類 6（北中米地域） 

図-4.6 再現パラメータの変化（再現関数：ロジスティック曲線） 
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地域分類 1（日本地域） 地域分類 2（中国地域） 

  
地域分類 3（東南アジア地域） 地域分類 4（中東地域） 

  
地域分類 5（ヨーロッパ地域） 地域分類 6（北中米地域） 

図-4.7 再現パラメータの変化（再現関数：TANH 関数） 

 

表-4.8 地域ごとの再現パラメータ変化量平均値 
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4.2.3 事前分布パラメータ決定手順 

 本手法では，発災後 24 時間までに死亡者数の実情報を集計し，24 時間時点までの実情報を

用いて被害予測を行う．まず，24 時間までの死亡者数を最終死亡者数とした際の死亡者数比

再現パラメータを最小二乗法によって求める．算出した 24 時間までの再現パラメータに，前

節で設定した地域ごとの事前分布パラメータ変化量を加えることで最終報告時間までの再現

パラメータを仮定する．仮定した再現パラメータをベイズ推定手法における事前分布パラメ

ータとして使用することで，最終死亡者数を推定する． 

 

4.2.4 推定結果 

本推定手法での推定時間を

表-4.9 にまとめる．表中に

×印を記入している事例で

は推定値が信頼できる範囲

に収束しない事例を示して

いる．結果を見ると，着目す

る事例や死亡者数再現関数

によっては 24 時間以上の

推定時間を要する場合もあ

るが，場合分けする地域毎

に適切な死亡者数再現関数

を用いて推定を行うことで

おおよそ 24 時間以内に信

頼できる推定値を得ること

が出来る．ここで，日本，中

東，ヨーロッパでは TANH

関数を採用し，中国，東南ア

ジア，北中米ではワイブル

分布を採用する．ただし，2013 年 7 月 2 日に発生したインドネシアでの地震では推定に 47.5

時間もの時間を要する結果となっている．インドネシアの事例について，死亡者数比の経時

変化を図-4.8 に示す．図-4.8 を見ると，この事例では 24 時間までの最終報告時間が 10 時間で

あり，その次の更新時間が 47.5 時間となっている．事前分布パラメータの決定に用いる 24 時

間までの再現パラメータが，10 時間以上前までのデータを再現したパラメータとなっている

ことや，24 時間までに十分なベイズ更新を行えないことが原因であると考えられる．ここで

仮に，10 時間から 47.5 時間までの間に 20 時間，30 時間，40 時間に情報更新を行っていた場

合を仮定し，推定を行う．補完する時間の死亡者数は線形に仮定する．図-4.9 に推定結果を図

示する．図-4.9 より，情報更新間隔を補間することで 24 時間以内に信頼できる推定値を得る

ことが出来る． 

 

表-4.9 再現パラメータの推移に着目した手法での推定結果 
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図-4.8 インドネシアでの推定結果 図-4.9 情報更新間隔を補完した推定結果 

 

4.3 まとめ 
 

 本章では，ベイズ推定手法において推定値の早期収束に大きく影響する事前分布の設定手

法を検討した．既往の研究では災害事例の再現パラメータの分布から事前分布を設定したが，

より早期に信頼できる推定値を得るために意思決定時点までの被害情報を用いて事前分布を

設定する手法を二通り考案した．一つ目の手法では意思決定時点までの死亡者数を予測する

事前推定を行い，事前推定の結果に応じて最終的な死亡者数を推定する本推定に使用する事

前分布を設定した．この手法で事前分布を設定することで，すべての事例で 27 時間以内の推

定時間が得られた．そのため，27 時間時点で得られた推定値は信頼できる推定値と考えられ

る．二つ目の手法では，意思決定時点までの死亡者数の経時変化を表現する再現関数パラメ

ータと最終報告時間までの死亡者数の経時変化を表現する再現関数パラメータとの関係を仮

定することで事前分布を設定した．地域ごとに再現関数パラメータの変化を仮定し，意思決

定時点までの再現関数パラメータに仮定した変化量を加えた値を事前分布パラメータとして

使用した．この手法で事前分布を設定し，死亡者数再現関数ごとに推定を行った結果，地域

ごとに適切な再現関数を用いることでおおよそ全ての事例で 24 時間以内に信頼できる推定

値を得られた．ただし，インドネシアの事例では 24 時間以上の推定時間が得られた．この事

例では情報更新間隔が大きく開いていたことが原因であったと考えられた．本手法では逐次

得られる情報を用いて推定を行うため，十分な更新間隔が必要であると考えられる． 
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第 5 章 結論 

  

第 1 編では，ベイズ推定を用いて地震災害における被害情報を推定するモデルの構築を試

みた．各章での内容について以下にまとめる． 

 第 1 章では，被害情報予測の必要性およびベイズ推定を用いた被害情報予測の位置づけに

ついて述べた．地震災害は詳細な予測が非常に困難であり，人的被害を低減するためには早

期の応急対応が重要である．しかし，発災初期には被害情報が錯綜するため正確な情報が得

られるまでに時間を要するため，早期に被害情報を予測する手法が必要である．地震の規模

や震源位置，震源地の地盤情報などから被害予測を行う研究は多く行われているが，逐次得

られる被害情報から予測を行う研究は少なく，本推定手法は多くの推定手法とは異なるアプ

ローチで被害予測に取り組む．  

 第 2 章では，本研究で用いるベイズ推定手法を用いた被害情報推定モデルの定式化および

既往の被害情報推定モデルでの課題について述べた．ベイズ推定を用いた被害情報推定モデ

ルでは地震時の死亡者数の経時変化を表現する死亡者数再現関数を設定し，最終報告時間で

の再現関数パラメータを推定することで最終死亡者数を予測する．既往の研究では死亡者数

再現関数としてワイブル分布を採用しており，各地震災害事例について求めたワイブル分布

での再現パラメータから初期条件である事前分布を設定している．既往の推定手法では災害

事例によって信頼できる推定値が得られない場合があり，信頼できる推定値が得られるまで

に多大な時間を要する場合も多く見られた． 

 第 3 章では，異なる死亡者数再現関数について考え，適切な死亡者数再現関数について検

討した．既往の研究では，死亡者数再現関数としてワイブル分布を採用したが，他の関数を

用いて推定を行うことで推定時間の短縮を試みた．ワイブル分布以外の再現関数として，成

長曲線の一つであるロジスティック曲線と単純な双曲線を表現できる TANH 関数について検

討した．それぞれの関数を用い，地震災害事例について死亡者数の経時変化の再現性および

推定結果を比較した．ロジスティック曲線は実際の情報を再現性高く表現できるが，パラメ

ータに対する感度が高く，真値から離れた推定値が得られる場合が多く見られた．一方で，

TANH 関数は再現性が低いが，パラメータに対する感度が低く，比較的早期に信頼できる推

定値が得られた． 

第 4 章では，意思決定時点を 24 時間と仮定し，それまでの情報から事前分布パラメータを

決定する二通りの手法を考案し，信頼できる推定値が得られるまでの推定時間を検討した．

一つ目の手法では，24 時間までの死亡者数を推定する事前推定の結果から，最終的な死亡者

数を推定する本推定に用いる事前分布を決定した．この手法を用いることで東北地方太平洋

沖地震を除く 24 事例の全てで 27 時間以内に信頼できる推定値が得られた．二つ目の手法で

は，24 時間までの死亡者数の経時変化を表現する再現パラメータと最終的な死亡者数の経時

変化を表現する再現パラメータとの関係性を地域ごとに仮定し，24 時間までの再現パラメー

タから事前分布を決定した．この手法を用いることで，東北地方太平洋沖地震と情報更新の

間隔が大きかったインドネシアの事例を除くすべての事例において，24 時間で信頼できる推
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定値が得られた． 

 これらの結果より，意思決定時点までの情報を用いて事前分布を決定する手法を提案する

ことで，意思決定時点でおおよそ信頼できる最終死亡者数の推定値を得ることが出来る．た

だし，これらの手法を用いても東北地方太平洋沖地震の最終死亡者数を推定するには多大な

時間を要する．東北地方太平洋沖地震はこれまでの地震災害と比べて被害の大きさ，範囲が

甚大であり，情報更新の回数，最終報告時間などを考えても他の地震とは違いが大きすぎる．

ベイズ推定は統計的手法であり，東北地方太平洋沖地震のようにこれまでに類を見ない地震

災害に適用するためには，更なる研究が必要である． 

 本研究では，すべての事例の死亡者数を一様に考えたが，地震災害での死亡者数には建物

の倒壊や火災，土砂災害や津波など多様な発生要因が存在する．その発生要因によって死亡

者数の報告時間は異なることが考えられるため，これらの報告時間の違いについても検討を

進める必要があると考える．また，これらの発生要因のうち，建物の倒壊や土砂災害は数値

シミュレーションによって力学的知見からリスクを評価する試みが広く行われている．この

被害リスクの評価を推定に取り入れることで，力学的なリスク評価を考慮した被害推定を行

うことが出来れば，東北地方太平洋沖地震のような想定外の規模の地震であっても推定の見

込みがある．今後，首都直下地震や南海トラフ地震など甚大な地震災害の発生が危惧されて

いることから，このような甚大な災害をも対象とできる被害推定手法の確立が求められる． 
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地震災害参照資料 
 

○Earthquake-report.com(参照年月日：2014.5.20) 

http://earthquake-report.com/ 

○兵庫県南部地震(参照年月日：2011.6.2) 

CRK ラジオ関西 558：http://jocr.jp/sinssai/sinsai3.html 

震災データベースリンク集： 

http://www.shinsaihatsu.com/link/data.html 

兵庫県 HP 阪神・淡路大震災の死者にかかる調査について： 

http://web.pref.hyogo.lg.jp/pa20/pa20_000000016.html 

○新潟県中越地震(参照年月日：2011.6.4) 

朝日新聞 DIGITAL：http://www.asahi.com 

新潟日報： 

http://www.niigata-nippo.com/tyuetsujishin/details.php 

ブログ： 

http://blogs.dion.ne.jp/tahi_ti/archives/7390811.html 

AFPBBNews：http://www.afpbb.com 

○ジャワ島中部地震(参照年月日：2011.5.30) 

Buzzurl：http://buzzurl.jp/entry 

ブログ： 

http://jiro-dokudan.cocolog-nifty.com/jiro/2006/05/_3000_ 38d0.html 

http://logsoku.com/thread/news19.2ch.net/newsplus/ 1148728301/ 

http://logsoku.com/thread/news19.2ch.net/newsplus/ 1148696327/ 

http://logsoku.com/thread/news19.2ch.net/newsplus/ 1149094205/ 

http://zara1.seesaa.net/article/18463533.html 

http://cheshirecat.seesaa.net/article/18936878.html 

AFPBBNews： 

http://www.afpbb.com/article/disaster-accidents-crime /disaster/2064538/602521 

EpochTimes.jp： 

http://www.epochtimes.jp/jp/2006/05/html/d24572.html 

http://www.epochtimes.jp/jp/2006/05/html/d64391.html 

rescuenow.net： 

http://rescuenow2.cocolog-nifty.com/java_quake/cat6002944 /index.html 

http://www.rescuenow.net/2006/06/619600.html 

○ジャワ南西沖地震(参照年月日：2011.5.30) 

NNA.ASIA： 

http://nna.jp/free/tokuhou/060717_jog/06/0718a.html 

http://nna.jp/free/tokuhou/060717_jog/06/0719a.html 
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http://nna.jp/free/tokuhou/060717_jog/06/0720a.html 

EpochTimes.jp： 

http://www.epochtimes.jp/jp/2006/07/html/d29064.html 

http://www.epochtimes.jp/jp/2006/07/html/d51088.html 

http://www.epochtimes.jp/jp/2006/07/html/d53096.html 

ブログ： 

http://blogs.yahoo.co.jp/waytobali/37839666.html 

http://blog.still-laughin.com/archives/2006/05/post_1844. html 

http://jakartan.cocolog-nifty.com/blog/2006/07/post_7850. html 

掲示板： 

http://www.asyura.com/0505/jisin13/msg/585.html 

http://www.asyura2.com/0601/jisin14/msg/114.html 

REUTERS： 

http://jp.reuters.com/article/topNews/idJPJAPAN-11316320090902 

○岩手・宮城内陸地震(参照年月日：2011.5.19) 

ブログ： 

http://matsubakaikei.at.webry.info/200806/article_16.html 

http://ratio.sakura.ne.jp/archives/2008/06/14230550/ 

http://blog.canpan.info/coco/archive/426 

AFPBBNews： 

http://www.afpbb.com/article/disaster-accidents-crime /disaster/2405328/3036062 

宮城県 HP 防災：http://www.pref.miyagi.jp 

太田，牛山：平成 20 年(2008 年)岩手・宮城内陸地震による人的被害の特徴，第 27 回日本自

然災害学会学術講演会講演概要集，pp.17-18，2008． 

内閣府 防災情報ページ 

http://www.bousai.go.jp/jishin/iwate/2008iwate.html 

○ラクイラ地震(参照年月日：2011.5.23) 

社団法人中越防災安全推進機構： 

http://soiga.com/chu-etsu/wiki.cgi?page=%A5%A4%A5% 

BF%A5%EA%A5%A2%A1%A1%A5%E9%A5%AF%A5%A4%A5%E9%C3%CF%BF%CC 

ブログ： 

http://www.heiankigyou.net/seismoblog/index.php?e=9 

http://news2plus.blog123.fc2.com/blog-entry-514.html 

http://ameblo.jp/jokeness1445/image-10237952877-10162517529.html 

http://beiryu2.exblog.jp/9561959/ 

http://beiryu2.exblog.jp/tags/%E3%83%A9%E3%82%AF%E3%82%A4%E3%83%A9/ 

CRIonline： 

http://japanese.cri.cn/881/2009/04/09/1s138353.htm 
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防災情報新聞 

http://www.bosaijoho.jp/topnews/item_2655.html 

REUTERS： 

http://jp.reuters.com/article/topNews/idJPJAPAN-37369820090407 

NPO 法人国境なき奉仕団： 

http://www.bra-japan.org/topics/info/page/2 

AFPBBNews： 

http://www.afpbb.com/article/disaster-accidents-crime /disaster/2591824/4021568 

Searchina.： 

http://news.searchina.ne.jp/disp.cgi?y=2009&d=0408&f= national_0408_029.shtml 

NNA.ASIA： 

http://news.nna.jp/app/search/news/579 

http://news.nna.jp/app/search/news/588 

http://news.nna.jp/app/search/news/594 

○サモア地震(参照年月日：2011.4.20) 

DRS TREND READER PROJECT OFFICIAL SITE： 

http://www.drs.dpri.kyoto-u.ac.jp/hayashi/tr/tr_samoaeq/tr_ samoaeq_archives.html 

nikkansports.com： 

http://www.nikkansports.com/general/news/f-gn-tp1-20090930-549776.html 

REUTERS： 

http://jp.reuters.com/article/worldNews/idJPJAPAN-11743720091001 

外務省 報道・広報： 

http://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/21/9/1196159_ 1105.html 

朝日新聞： 

http://www.asahi.com/special/09008/TKY200910020417. html 

Bloomberg.co.jp： 

http://www.bloomberg.co.jp/news/123-QRBG66N9EDE01. html 

ブログ： 

http://beiryu2.exblog.jp/i21/ 

○チリ地震(参照年月日：2011.4.30) 

DRS TREND READER PROJECT OFFICIAL SITE： 

http://www.drs.dpri.kyoto-u.ac.jp/hayashi/tr/tr_chileeq/tr_ chileeq_archives.html 

朝日新聞： 

http://www.asahi.com/special/chile/TKY201003030246.html 

http://www.asahi.com/special/chile/TKY201002280190.html 

http://www.asahi.com/special/chile/TKY201003010120.html 

http://www.asahi.com/special/chile/TKY201003020132.html 

http://www.asahi.com/special/chile/TKY201003030472.html 
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http://www.asahi.com/special/chile/TKY201003050164.html 

THE WALL STREET JOURNAL： 

http://jp.wsj.com/ed/chile/ 

ブログ： 

http://logsoku.com/thread/tsushima.2ch.net/news/ 1267262866/ 

http://logsoku.com/thread/tsushima.2ch.net/news/ 1267262866/ 

http://ameblo.jp/guevaristajapones/entry-10474313083.html 

REUTERS： 

http://jp.reuters.com/article/idJPJAPAN-14194620100304 

○ニュージーランド地震(参照年月日：2011.4.18) 

47NEWS： 

http://www.47news.jp/47topics/e/197773.php 

http://www.47news.jp/CN/201103/CN2011030101000172. html 

Asian Disaster Reduction Center： 

http://www.adrc.asia/view_disaster_jp.php?NationCode=554&lang=&KEY=1494 

ブログ： 

http://hayabusa2.2ch.net/test/read.cgi/eqplus/1298392363/ 

http://machikawaco.wordpress.com/2011/02/23/%E3%83%8B%E3%83%A5%E3%83%BC%E3%82

%B8%E3%83%BC%E3%83%A9%E3%83%B3%E3%83%89%E3%80%80%E3%82%AF%E3%83%

A9%E3%82%A4%E3%82%B9%E3%83%88%E3%83%81%E3%83%A3%E3%83%BC%E3%83%8

1%E3%80%80%E5%9C%B0%E9%9C%87%E6%9C%80/ 

共同通信社： 

http://www.kyodonews.jp/feature/nz_eq/2011/03/post-55. html 

http://www.kyodonews.jp/feature/nz_eq/2011/03/post-63. html 

http://www.kyodonews.jp/feature/nz_eq/2011/02/post-51. html 

REUTERS： 

http://jp.reuters.com/article/topNews/idJPJAPAN-19701020110224 

http://jp.reuters.com/article/jpEnvtNews/idJPJAPAN-19699720110224 

MKSJ-RM レポート Issue44 2011.3.1： 

http://www.nksj-rm.co.jp/publications/pdf/r44.pdf 

○東北地方太平洋沖地震(参照年月日：2012.9.20) 

PPP ポータルサイト： 

http://www.pppportal.jp/article/13941667.html 

全国知事会 HP： 

http://www.nga.gr.jp/news/activity/cat99/2011/ 

総務省消防庁： 

http://www.fdma.go.jp/bn/higaihou_past_jishin.html 

○トルコ地震(参照年月日：2011.12.19) 
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Ceron.jp MSN 産経ニュース： 

http://ceron.jp/url/sankei.jp.msn.com/world/news/111025/m 

ds11102519200008-n1.htm 

NAVER： 

http://matome.naver.jp/odai/2131941715454434401 

AFPBBNews： 

http://www.afpbb.com/article/disaster-accidents-crime /disaster/2836916/7981873 
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第 2編 弾塑性力学による地震被害シミュレーション 

 

第 1 章 弾塑性有限要素解析による地震時被害予測の位置づけ 

 

1.1 弾塑性解析の必要性 
  

近年，世界中で様々な自然災害が多発している．自然災害の中でも地震災害は事前の予測

が困難であり，起こりうる地震災害への対策を予め講じておく必要がある．しかし，その地

震の規模，発生条件によって様々な被害が生じる可能性がある．そのため，発生しうるあら

ゆる地震災害について，その被害リスクを評価し，リスクに見合った対策を講じることが求

められる．事前にその被害を想定する手法として，弾塑性力学に基づく有限要素解析がある．

地震時のシミュレーションでは等価線形手法によって周波数領域での解析が行われる場合も

多い．等価線形解析では地盤の伝達関数を予め設定することで，入力地震動の各周波数成分

がどのように伝わるかを解析する．等価線形解析では全時刻で同一の地盤パラメータを使用

するため，地震動による地盤状態の変化を解析することは出来ない．そのため，地震動によ

って水圧が上昇し，有効応力が低下することで生じる液状化現象を評価することが出来ない．

また，振幅が大きい場合には非線形性が大きくなるために，解析精度が低下するなどの課題

がある．非線形の弾塑性モデルを用いた有限要素解析では，指定する時間間隔ごとに地盤状

態の変化を逐次計算するため，地震動による水圧上昇を計算し，液状化を評価することが出

来る．また，メッシュ間隔や時間間隔を十分に小さく設定することで，振幅の大きい地震で

あっても解析が可能である．ただし，有限要素解析では等価線形解析と比較して解く方程式

の数が多く，計算コストが大きい．また，弾塑性解析では必要な解析パラメータが多く，すべ

てのパラメータを決定するには様々な土質試験を行い，専門的な見地から試験結果を解釈す

る必要がある．近年，計算機の性能は飛躍的に向上しており，計算機の性能に見合ったプロ

グラムを構築することが出来れば，計算コストの課題は解消されると考えられる．今後発生

が危惧される大規模地震災害に対応するためには，振幅の大きな地震動に対しても正確に評

価できる解析手法が必要であり，弾塑性解析によって実地盤の現象を表現できる解析手法を

構築する必要があると考える． 

 

1.2 液状化評価手法 
  

地震災害では建物の損壊や津波，土砂崩れなど様々な被害が生じる．地震災害によって発

生する被害として液状化被害がある．液状化被害は直接の人的被害につながることは少ない

が，構造物に対しては壊滅的な被害を及ぼす．そのため，液状化は多大な経済的被害を及ぼ

す現象であるため，液状化リスクを評価することは地震災害からの復旧までを考えた際に非

常に重要であると考える． 
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1.2.1 FL 値および PL値による液状化評価 

液状化の危険度については，各市町村などでハザードマップが作成されている．液状化ハ

ザードマップでの液状化リスク評価には，FL値やPL値による液状化判定法が広く使われる．

FL 値は液状化に対する安全率を表す指標であり，道路橋示方書では以下のような式で定義さ

れている 1)． 

LF R L  (1.1) 

ここで，R は液状化強度比を表す値であり，L は地震時のせん断応力比を表す．また，道路橋

示方書では液状化強度比 R を以下のような式で算定する． 

w LR C R   (1.2) 
ここで， wC は地震動特性による補正係数を表し， LR は繰り返し非排水三軸試験で得られた

液状化強度比である． wC は海溝型地震では 1.0 とし，直下型地震では以下のように設定する． 

1.0
3.3 0.67

2.0
w LC R




 



 
( 0.1)
(0.1 0.4)
(0.4 )

L

L

L

R
R
R



 



  (1.3) 

LR は道路橋示方書では以下の式で算定する． 

6 4.5

0.0882 1.7

0.0882 1.7 1.6 10 ( 14)
a

L
a a

N
R

N N


 

   

 
( 14)
( 14)

a

a

N
N




  (1.4) 

ここで， aN は粒度の影響を考慮した補正 N 値の値であり，以下のように補正を行う． 

1 1 2
'

1 1.7 ( 0.7)
a

v

N C N C
N N 

  

  
 

(1.5) 1

2

1
( 40) 50

20 1

0
( 10) 18

C FC
FC

C
FC




 
 


 



 

(0% 10%)
(10% 60%)
(60% )
(0% 10%)
(10% )

FC
FC
FC

FC
FC

 

 



 



 

ここで， 1N は有効上載圧 398.1kN m 相当に換算した換算 N 値であり，この換算 N 値を細粒

分含有率 FCで補正している． 

地震時せん断応力比 L は，道路橋示方書では以下のように算定する． 

'
d hg v vL r K      (1.6) 

ここで， dr は地震時せん断応力比の深さ方向の低減係数であり， hgK は地盤面における設計水

平震度である． dr は以下のような式で求める． 

1.0 0.015dr z   (1.7) 
ここで，z は地表面からの深さ(m)を表す．また， hgK は設計水平震度の標準値に地域別の補正

係数を掛けて以下のように算出する． 

0hg z hgK C K   (1.8) 
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ここで， zC は地域別補正係数を表し， 0hgK は液状化の判定に用いる地盤面の設計水平震度の

標準値を表す． 
式(1.1)~(1.7)によって算出される FL 値は 1LF  であれば液状化するとみなされ， 1LF  であ

れば液状化しないと判定される．FL 値の算出手法については，道路橋示方書の手法のほかに

も，建築基礎構造設計指針 3)や港湾の施設の技術上の基準・同解説 4)などでも定められている．

いずれの手法においても，主に N 値や細粒分含有率によって液状化強度比 R を算出し，対象

地震において想定される対象地点の震度や加速度などから外力を表現する地震時せん断応力

比 Lを算出している． 

FL 値を踏まえて液状化の程度を判定する指標として PL 値がある．PL 値は液状化指数と呼

ばれる値であり，岩崎ら（1980）は以下のように定義している 2)． 

20

0
(1 ) ( )L LP F W x dx   

(1.9) 

ただし， 1LF  のときは 0LP  とされる．ここで， ( )W x は深さ方向の重みを表す関数であり，

以下の式で表現される． 
( ) 10 0.5W x x   (1.10) 

算出された PL 値に応じて液状化の激しさは簡易的に次のように判断される． 15LP  のとき，

液状化の危険度が極めて高く，液状化に対する詳細な調査と液状化対策が必要である．

15 5LP  のとき，液状化の危険度が高く，重要な構造物に対しては詳細な調査が必要であ

り，一般的に液状化対策が必要である．5 0LP  のとき，液状化の危険度は低いが，特に重

要な構造物に対しては詳細な調査が必要である． 0LP  のとき，液状化の危険度はかなり低

く，一般に詳細な調査は不要である． 

近年では東北地方太平洋沖地震の際に幅広い地域で液状化の被害が確認されている 5)．佐々

木ら（2014）は東北地方太平洋沖地震での液状化被害を対象に，FL 値や PL 値による液状化

判定と実際の液状化被害の有無とを比較している 6)．FL 値や PL 値による液状化判定におい

て液状化リスクが低いとされた地点では，東北地方太平洋沖地震の際にも液状化被害はほと

んど見られなかった．一方で，液状化リスクが高いとされた地点であっても液状化が見られ

なかった地点が多く見られた．この結果を見ると，FL 値や PL 値による液状化判定は過度に

安全側に考えられた液状化判定となっていることが考えられる．液状化リスクの過大評価は，

対策コストの増大や，推定の信頼性低下および危機感の希薄化などの問題を生じさせる恐れ

がある．  

 

1.2.2 弾塑性解析による液状化評価手法 

詳細な液状化解析手法の一つに，弾塑性構成モデルに基づく有効応力解析がある．有効応

力解析は土粒子と間隙水との相互作用を考慮した解析手法であり，有効応力の減少を直接表

現することで液状化を評価する．そのため，従来手法よりも正確に液状化リスクを評価する

ことが出来る手法であると考えられる． 

 鹿瀬ら(2017)はボーリング調査データを基に決定した解析パラメータを用いて弾塑性有限

要素解析による液状化評価を実施している 7)．神戸市の人工島であるポートアイランドと六
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甲アイランドでは兵庫県南部地震の際に異なる液状化傾向が見られた．ポートアイランドで

は人工島内の広い地域で液状化による噴砂が見られたのに対し，六甲アイランドでは比較的

軽微な被害しか見られなかった．鹿瀬ら（2017）はこの兵庫県南部地震での液状化被害の傾

向を表現する弾塑性動的解析を実施している．地盤データはポートアイランド，六甲アイラ

ンドそれぞれの地点のボーリングデータを使用しており，宮田（2001）の N 値からの弾塑性

解析パラメータ決定手法によって解析パラメータを決定している 8)．地盤調査データのばら

つきを考慮するため，各層の N 値にばらつきを持たせ，1000 通りの液状化解析を実施するこ

とで液状化リスクを評価している．解析結果ではポートアイランドの N 値平均 5.70 程度の埋

立土層では液状化が起こりやすい傾向が得られたのに対し，六呼応アイランドの N 値平均

13.76 程度の埋立土層では液状化が生じにくい結果が得られた．この結果は実際のポートアイ

ランド，六甲アイランドでの液状化現象と整合しており，液状化解析結果の妥当性を確認し

ている． 

 

1.3広域弾塑性解析における課題 
 

1.3.1 解析パラメータ決定手法の必要性 

広域地域での液状化リスクを評価するハザードマップにはこれまで FL値や PL値などの簡

易的な液状化評価手法が広く用いられてきた．これらの手法が用いられてきた理由の一つに

弾塑性解析と比べて必要な解析パラメータが少なく，広い地域の液状化リスクを機械的に評

価することが比較的容易であることが挙げられる．弾塑性計算には多くの解析パラメータを

必要とし，様々な土質試験を基に専門的な知見から決定することが求められる．弾塑性解析

に必要な解析パラメータには地盤情報を表現する物性パラメータと使用する解析モデルに固

有のフィッティングパラメータがある．フィッティングパラメータは表現したい現象に合わ

せて調整するパラメータであり，土質試験結果などに合わせて決定するパラメータである．

これに対して物性パラメータは地盤の特性を表すパラメータであり，多くの土質試験の結果

から各パラメータを決定することが一般的である．しかし，解析を行うにあたって各地点の

土質試験データが十分に得られない場面も多く，限られた土質試験データから解析パラメー

タを推定することが求められる．広域な地域を対象に弾塑性解析を行う際には複雑なパラメ

ータ決定手法では作業コストが甚大となるため，広く実施されている地盤調査データから機

械的に解析パラメータを決定する手法が必要である． 

 

1.3.2 ボーリング調査から得られる地盤情報 

広く実施されている地盤調査手法の一つにボーリング調査がある．ボーリング調査は，標

準貫入試験によって各深さでの N 値を調査するほか，土質区分，地下水位などを調査する原

位置地盤調査手法である．N 値はハンマーを自由落下させ，サンプラーを 30 ㎝貫入させるま

でに要する打撃回数を表すため，地盤強度の目安となる試験データである．ボーリング調査

は工事の度に広く実施されている試験であるために，これまで多くの地点で実施された試験

データが蓄積されている．国土交通省の管理するボーリング調査データは国土地盤情報検索
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サイト「Kunijiban」において公開されている 9)．また，ボーリング調査データについては PDF

の画像形式で保存されているほか，XML 形式のフォーマットが定められている．XML 形式

のデータはフォーマットが定められたテキストデータとなっているため，PDF などの画像デ

ータと比較して機械的に扱うことが容易である．このように，N 値などの地盤強度の目安と

なるデータが電子化され，多くの地域で蓄積されているボーリング調査データは，解析パラ

メータを決定する指標として適していると考えられる．簡易的な液状化評価手法である FL 値

や PL 値でも地盤強度の指標として N 値を用いている． 

 

1.3.3 弾塑性解析における解析パラメータ決定手法 

飯塚ら（1987）は粘塑性の弾塑性解析パラメータを決定する手法として，塑性指数から粘

性土の解析パラメータを推定するパラメータ決定フローを考案している 10)．また，砂質土に

ついては宮田（2001）が N 値から解析パラメータを推定するパラメータ決定フローを考案し

ている 8)．これらのパラメータ決定手法を用いることで広域地域を対象とした弾塑性解析に

おいても機械的に解析パラメータを決定することが可能となる． 
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第 2 章 弾塑性有限要素解析手法 

 

 第 2 章では，本研究で使用する土/水連成動的有限要素解析プログラム DACSAR-I での数理

モデルの定式化について記述する． 

 

2.1 動的有限要素法の定式化 
  

2.1.1 支配方程式と境界条件・初期条件 

 飽和地盤を対象とした動的な土/水連成問題の支配方程式は，以下の通りである．特に断り

がない限り，圧縮を正とする． 

運動方程式 0    u σ b   (2.1) 

構成式 : σ C ε   (2.2) 

適合条件式  
1
2

   ε u u  (2.3) 

連続式 0v w
w

n p
K

    w  (2.4) 

ダルシー則 h  w k  (2.5) 

有効応力の原理 wp σ σ 1  (2.6) 

ここで，構成式に合わせるため，式(2.1)の運動方程式，式(2.3)の適合条件式，式(2.6)の有効応

力の原理を時間微分する．これらを Rate form と呼ぶ． 

運動方程式 0        u u σ b b  (2.7) 

構成式 : σ C ε   

適合条件式  
1
2

   ε u u  (2.8) 

連続式 0v w
w

n p
K

    w   

ダルシー則 h  w k   

有効応力の原理 wp σ σ 1  (2.9) 

境界条件は，変位境界 uS ，応力境界 S ，水頭境界 hS ，流量境界 qS 上で以下の通りである． 

変位境界 ˆu u  (2.10) 

応力境界 ˆ  σ n t  (2.11) 

水頭境界 ˆh h  (2.12) 
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流量境界 q̂ w n  (2.13) 

また，初期条件は以下の通りである． 

 
0

ˆ
t
 σ σ  (2.14) 

 
0

ˆ
th h

  (2.15) 

ここで，u は変位ベクトル，u は速度ベクトル，u は加速度ベクトル，u は躍度ベクトル，w
はダルシー速度ベクトル，εはひずみテンソル，σは応力テンソル， σ は有効応力テンソル，

wp は間隙水圧，b は物体力ベクトル， は密度，k は透水係数テンソル，nは間隙率， wK は

間隙流体の体積圧縮係数， hは全水頭であり，上付きの^は既知量を表す． 

 

2.1.2 弱形式化 

 式(2.7)の速度型運動方程式の弱形式化を行う．まず，次のような試験関数を考える． 

 
1| 0
2 uinV onS     

  
       
  

u u ε u u u　 　  (2.16) 

これを速度型運動方程式に乗じて体積積分する． 

  0
V V V V V

dV dV dV dV dV                   u u u u u σ u b u b  (2.17) 

第 3 項は， 

      :
V V V

dV dV dV           u σ u σ u σ  (2.18) 

Gauss の発散定理を用いると， 

    :
V S V

dV dS dV           u σ u σ n u σ  (2.19) 

uS S S  であり，式(2.11)の境界条件および式(2.16)より， 

  ˆ :
V S V

dV dS dV


          u σ u t ε σ  (2.20) 

式(2.20)を式(2.17)に代入すると， 

ˆ : 0
V V S V V V

dV dV dS dV dV dV


                    u u u u u t ε σ u b u b  (2.21) 

式(2.9)の有効応力の原理を式(2.21)に代入すると， 

ˆ : 0v wV V S V V V V
dV dV dS dV p dV dV dV



                       u u u u u t ε σ u b u b  (2.22) 

となり，有効応力表示した速度型運動方程式の弱形式を得る． 

 次に，式(2.4)の連続式の弱形式化を行う．まず，以下のような試験関数を考える． 
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  | 0 hh h h onS    　  (2.23) 

式(2.4)の連続式に式(2.23)の試験関数を乗じて体積積分する． 

0v wV V V w

nh dV h dV h p dV
K

         w  (2.24) 

この第 2 項は， 

   
V V V

h dV h dV h dV           w w w  (2.25) 

Gauss の発散定理より， 

 
V S V

h dV h dS h dV          w w n w  (2.26) 

h qS S S  であり，式(2.13)の境界条件および式(2.23)より， 

 ˆ
qV S V

h dV hqdS h dV         w w  (2.27) 

式(2.27)を式(2.24)に代入すると， 

 ˆ 0
q

v wV S V V w

nh dV hqdS h dV h p dV
K

            w  (2.28) 

となり，連続式の弱形式を得る． 

 

2.1.3 空間離散化 

 速度型運動方程式の弱形式を空間離散化する．まず，次式のように要素内の各量を空間離

散化する． 

    neu N u  (2.29) 

    neB u   (2.30) 

  ne
v vB u   (2.31) 

  me
hh N h  (2.32) 

    me
hh B h   (2.33) 

ここで，上付きの ne ，meは，要素を形成する節点での変位量および水頭を表す． 

応力ひずみ関係は 

    D    (2.34) 
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また， 

ew

w

ph h


   (2.35) 

を時間微分すると，微小変形では位置水頭は変化しないので， 

w wp h  (2.36) 

が得られる． 

これらを用い，試験関数についても離散化する． 

 
                  

                 
0

ˆ

e e e

e e e e

T T Tne ne ne
T V V Vne

T T T Tme
v h wV S V V

N N dV u N N dV u B D B dV u
u

B N dV h N t dS N b dV N b dV


 


  

  
 

 
    
 

  

   
  

(2.37) 

また， 

   
e

Te

V
M N N dV  
    (2.38) 

   
e

Te
M V

C N N dV  
    (2.39) 

    
e

Te

V
K B D B dV  
    (2.40) 

   
e

Te
v h vV

K N B dV  
    (2.41) 

             ˆ
e e e

T T Te

S V V
F N t dS N b dV N b dV



       (2.42) 

とおき，Rayliegh 減衰マトリクス 0 1
e e e
RC M K       

     
を導入し，試験関数の任意性より， 

          
Te ne e e ne e ne e me e

M R v wM u C C u K u K h F             
         

 (2.43) 

となり，要素ごとに空間離散化された速度型運動方程式が得られる． 

次に連続式の弱形式を空間離散化する．運動方程式と同様に空間離散化すると， 

 
       

 
         

   
0

ˆ

e e e

qe

T T Tne me me
h v h h w h h wT V V Vme w w

T
hS

k nN B dV u B B dV h N N dV h
Kh

N q dS

 


 
  

  
 
 
 

  


  

(2.44) 

となり， 

 
 

 1
e

Te
h h hV w

k
K B B dV


  
    (2.45) 
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   2
e

Te
h h hV w

nK N N dV
K

  
    (2.46) 

     ˆ
qe

Te
hS

Q N q dS   (2.47) 

とおき，試験関数の任意性より， 

       1 2
e ne e me e me e
v h w h wK u K h K h Q        

       (2.48) 

となり，要素ごとに空間離散化された連続式が得られる． 

 

2.1.4 時間離散化 
Newmark の  法により，時刻 t t  における加速度，速度，変位を次のように仮定する． 

t t t t tt   u u u  (2.49) 

 t t t t t t tt t      u u u u u  (2.50) 

 
2

2

2t t t t t t t t
tt t 


      u u u u u u  (2.51) 

収束計算中の 1k k  を考える．式(2.49)より， 

   1 11 1k k
t t t t tt t
 

  
 

u u u  (2.52) 

   1 1k k
t t t t tt t  

 
u u u  (2.53) 

辺々を引くと， 

        1 11k k k k
t t t t t t t tt
 

     


u u u u  (2.54) 

同様に，式(2.50)より， 

        1 1k k k k
t t t t t t t tt
 

      u u u u  (2.55) 

式(2.51)より， 

        1 12k k k k
t t t t t t t tt
 

      u u u u  (2.56) 

また，
   1k k
t t t t


   u u u とおくと，式(2.54)，式(2.55)より， 

   1k k
t t t t t


 


 



uu u  (2.57) 

   1k k
t t t t t


    u u u  (2.58) 

収束計算の初期値( 0k  )における躍度，加速度，速度，変位は， 
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 0 0t t u  (2.59) 

 0
t t t u u  (2.60) 

 0
t t t tt   u u u  (2.61) 

 
2

0

2t t t t t
tt


   u u u u  (2.62) 

水頭に関しては次式のように時間離散化する． 

t t th hh
t

 



 (2.63) 

 1 t t th h h     ： 0 1   (2.64) 

要素ごとに空間離散化された速度型運動方程式は， 

          
Te ne e e ne e ne e me e

M R v wM u C C u K u K h F             
         

  

式(2.57)，式(2.58)，式(2.63)を用いて， 

         
1 me meTne k ne k ne ke ne e ne e ne e et t t

v w
h hM u u C u u K u t u K F

t t
  

                                   

  

(2.65) 

整理すると， 

   

            

2 Te e e ne e me
v w t t

Tne k ne k ne ke e e e e me
v w t

M t C t K u K h

t F t M u t C u t K u K h

 




             
        

               
       

  

(2.66) 

となり，要素ごとに時間・空間離散化された速度型運動方程式が得られる．要素ごとに空間

離散化された連続式は， 

       1 2
e ne e me e me e
v h w h wK u K h K h Q        

        

式(2.58)，式(2.63)，式(2.64)より， 

   

          

2
1 2

1 21

e ne e e me
v h h w t t

ne ke e e me e me
v h w t h w t

t K u t K K h

t Q t K u t K h K h

  

  


          

      

            
     

 (2.67) 

となる． 

 

2.1.5 全体剛性方程式 

式(2.66)，式(2.67)をすべての要素について総和をとり，まとめると， 
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       

     

                    
              

2

2
1 2

1 21

T n
v

m
w t tv h h

T n k n k n km
v w t

n km e
h w t h w t v

uM t C t K K

ht K t K K

t F K h t M u t C u t K u

t Q t K h K h t K u



 



  



        
   
        

        
 

  
       
 

 (2.68) 

となり，全体剛性方程式を得る． 

 

2.2 弾塑性構成モデル 
  

本研究では地震時の動的挙動を表現する弾塑性構成モデルとして，大野らの提案する EC モ

デルを基本とし，橋口らの提案する下負荷面モデル，回転硬化モデル，せん断硬化/軟化モデ

ル等の塑性硬化モデルを組み合わせたモデルを使用する．土/水連成有限要素解析プログラム

である DACSAR-I はこの弾塑性構成モデルを使用して，土粒子と間隙水との相互作用を考慮

した動的有限要素解析を行うことが出来るプログラムとなっている． 

 

2.2.1 EC モデル 

 これまで，地盤の力学挙動を表現する様々なモデルが提案されており，対象とする地盤の

力学特性に合わせて適切な弾塑性構成モデルを選定することが重要である．柴田（1963）は

土の体積変化は圧密による体積変化とダイレイタンシーとに分けられるとし，土のダイレイ

タンシー応答を直線および折れ線でモデル化している．大野ら（2006）はダイレイタンシー

の表現方法を調整できるモデルとして，指数関数を用いた EC モデルおよび対数関数を用い

た LC モデルを提案している．これらの弾塑性構成モデルは，試験結果をフィッティングする

ことで解析対象に適した弾塑性構成モデルを選定できる． 

*

0

'ln 0
'

En
p

v
E

p Df D
p n




 
    

 
 (2.69) 

ここで，は限界応力比，Dはダイレイタンシー係数 1)， 'p は平均有効主応力， * は一般化

応力比を表す．一般化応力比は以下の式で表される． 

*
0

3
2

     (2.70) 

ここで， は応力比，下付きの 0 は先行圧密状態を表す． En は EC モデルにおけるフィッティ

ングパラメータを表し， 1.0En  の時，関口・太田モデルに帰着する． 

 

2.2.2 下負荷面モデル 

 古典的な弾塑性構成モデルでは降伏曲面の内部における塑性変形を表現出来ず，繰り返し

挙動を正確に表現できないという課題がある．橋口ら（1980,1989）は常に原応力点を通り正

規降伏面と相似な下負荷面を設け，応力が降伏面に近づくにつれて塑性ひずみが生じるよう
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な下負荷面の発展則を定式化している．また，正規降伏面と下負荷面の相似中心が塑性変形

とともに移動することで繰り返し挙動を正確に表現できる拡張下負荷面モデルを提案してい

る． 

式(2.69)に下負荷面を導入すると以下のような式となる． 

*

0

'ln ln 0
'

En
p

v
E

p Df D D R
p n




 
     

 
 (2.71) 

ここで， ' 'y cR p p は相似比であり，下負荷面と正規降伏曲面との相似比を表す． 

R の発展即は以下の式で表される． 

ln pmR R
D

   (2.72) 

ここで，m は下負荷面が正規降伏曲面に近づく速さを表す． 

 

2.2.3 回転硬化モデル 

 橋口ら（1977）は降伏面を回転させることで異方性を表現する回転硬化モデルを提案する． 

式(2.71)に拡張下負荷面および回転硬化モデルを導入すると以下のような式となる． 

*

0

'ln ln 0
'

En
p

v
E

p Df D D R
p n




 
     

 
 (2.73) 

ここで，修正有効応力は以下の式で定義される． 
 ' ' 1 R      (2.74) 

ここで， は下負荷面の相似中心を表す．修正有効主応力と修正一般化応力比は以下の式で

表される． 
 ' ' 3p tr   (2.75) 

* 3
2 e     

(2.76) 

ここで， は修正応力比であり，修正偏差応力テンソルを修正有効主応力で割ったものであ

る． および異方性の変数 e の発展即は以下のような式となる． 

 
 *' ,1' '

'
p

c e
c e

f p
c p

p
 

     


  
    

  

 

(2.77) 

   p
e r r e e e db m           

(2.78) 

ここで， c は相似中心の動きやすさを制御するパラメータであり， rb は降伏曲面の回転しや

すさを制御するパラメータである． rm は降伏曲面の回転限界を指定するパラメータである． 
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2.2.4 せん断硬化/軟化モデル 

 砂質土では塑性体積変形だけでなく，塑性せん断変形でも硬化が生じることが報告されて

いる．橋口ら（1998）は塑性せん断変形によっても硬化/軟化を生じさせるモデルによってこ

の実験事実を表現している．硬化パラメータH の発展則は以下のような式で表現できる． 

 
2
3

p p
v d dH        (2.79) 

ここで， はせん断が硬化/軟化に寄与する程度を制御するパラメータであり， d は硬化/軟

化の境界を定めるパラメータである． 
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第 3 章 弾塑性動的解析における解析パラメータ決定手法の検討 

 

 地震時の地盤挙動を評価する手法として弾塑性解析が挙げられる．弾塑性有限要素解析は

詳細な時刻歴解析手法であり，地震時の地盤状態の変化を表現することができる．しかし，

詳細な解析手法であるために，解析に必要なパラメータは非常に多く，限られた土質試験デ

ータから必要な解析パラメータを推定する手法が必要である．本章では飯塚ら（1987）や宮

田（2001）の考案する解析パラメータ決定フローを基に弾塑性動的解析に必要なパラメータ

を決定する手法を検討する． 

 

3.1 N値からの弾塑性解析パラメータ決定手法 1) 

 

宮田（2001）は N 値から弾塑性解析に必要な解析パラメータを決定する手法を検討してい

る 1)．ここでは，宮田（2001）の考案している解析パラメータ決定フローについて述べる． 

 

3.1.1 N 値と先行圧密圧力との関係 

N 値と先行圧密圧力
'

0v の関係として，西垣 2)の不攪乱砂試料を用いた非排水三軸試験の試

験データを基に，以下のような先行圧密圧力算定式を作成している． 

'
0 25.5 ( )v N kPa   (3.1) 

 

3.1.2 N 値と内部摩擦角との関係 

N 値と内部摩擦角との間には何らかの関係がある 3)として，従来多くの算定式が提案され

ている．青木 4)は Gibbs-Holtz5)の実験結果や De Beer6)による d と Dr の関係式より以下の算

定式を得ている． 

0.6
'

'1.85 26
0.7vi

N




 
  

 
 (3.2) 

ここで，式(3.2)に対して，N 値の大きい洪積層では年代効果の影響よって，室内土層で作成し

た地盤と実地盤とに顕著な差が生じることが考えられる．Decourt7)は年代効果を考慮して室

内土槽実験データを適応する際の補正係数を Skempton8)の提案した aging factor( AF )を用いて

以下のように提案している． 

1
cc fN N

AF
  (3.3) 



第 2 編 弾塑性力学による地震被害シミュレーション 
第 3 章 弾塑性動的解析における解析パラメータ決定手法の検討 

60 
 

 

 

2

_
2

_

1 laboratory test

natural deposits

N Dr

AF N Dr
  (3.4) 

 ここで， ccN は実験土槽で求めた N 値であり， fN はエージングの影響を受けたとされる地

盤での実測の N 値である． AF の値は
2N Dr から式(3.4)を用いて算定するが，自然堆積地盤

と室内土槽実験を用いた値は以下のようになる． 

1 0.35 0.636
0.55AF

   (3.5) 

洪積層の地盤に対して上記の補正を適用する．西垣の実験結果 2)について洪積層と記されて

いるものに対して式(3.5)の値を用いて補正を行い，再調整することで以下のような算定式を

得る． 

0.6
'

'1.85 28
0.7

cc

vi

N




 
  

 
 (3.6) 

 

3.1.3 N 値と圧縮指数との関係 

 N 値と圧縮指数との関係には，Hough9)による砂の圧縮試験結果を用いる．最小二乗法に

より，N 値と圧縮指数および間隙比との関係は以下の式で算定できる． 

0.054 0.0115ln N    (3.7) 

 ' 98 0.761 0.098lnvie kPa N     (3.8) 

これにより，先行圧密圧力下での圧密完了時の間隙比 0e は次式で求まる． 

   ' '
0 098 ln 98vi ve e kPa      (3.9) 

 

3.1.4 N 値からの解析パラメータ決定フロー 

 上記の式に加えて，非可逆比  の決定には軽部（1975）10)による実験式を，現位置の静止

土圧係数 iK の決定には Shumidt11)による式を用いている．これらの推定式を合わせて構築さ

れる N 値からの解析パラメータ決定フローを図-3.1 に示す． 
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3.2 塑性指数からの弾塑性解析パラメータ決定手法 12) 

 

飯塚ら（1978）は，粘土のパラメータを決定する指標として塑性指数を採用している．これ

までに蓄積された多くの土質試験データから経験的に各解析パラメータと塑性指数の推定式

が得られている．飯塚らの提案する塑性指数からの弾塑性解析パラメータ決定フローを図-3.2

に示す． 

 

 

 
図-3.1 N 値からの解析パラメータ決定フロー1) 
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図-3.2 塑性指数からの解析パラメータ決定フロー12) 

 

 

 

3.3 地震時の圧縮指数の検討 
  

3.1,3.2 で記述した飯塚らや宮田らのパラメータ決定フローは理論式と実験から得られた経

験式から構成されている．一般に実施される土質試験での載荷速度は実際の地震によって地

盤が受ける速度と大きく異なる．載荷速度が増大するにつれて地盤材料の強度は増大するた
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め，これらの経験式から定められたパラメータを用いた場合，強度を過小に評価してしまう．

地盤の強度と載荷速度との関係については三軸圧縮試験を用いて複数の実験が行われている．

Casagrande and Shannon (1948)は乾燥砂に対して複数の載荷速度で三軸圧縮試験を実施してお

り，載荷速度が大きい場合にせん断強度が増加する傾向を示している 13)．Seed and Lundgren 

(1954)は飽和砂に対して複数の載荷速度で排水条件および非排水条件での三軸圧縮試験を実

施しており，載荷速度が大きい場合にせん断強度が増加する傾向を示している 14)．Lee et al. 

(1969) は異なる拘束圧下の乾燥砂に対して複数の載荷速度で三軸圧縮試験を実施しており，

拘束圧に応じて載荷速度が大きい際のせん断強度の増加傾向が異なることを示している 15)． 

また，渡邉（2015）は飽和排水条件での三軸圧縮試験を様々な載荷速度で実施し，載荷速度

が大きい場合には非排水条件に近い挙動となるために剛性が大きくなる傾向を示している 16)．

飯塚らや宮田らのパラメータ決定フローでは，圧縮指数の推定式に圧密試験を基にした経験

式を採用している．圧密試験は極めて遅い載荷速度で実施されるため，地震時に地盤が示す

剛性を過小評価することが考えられる．本研究では各種設計指針で定められる弾性係数と N

値との関係から圧縮指数λを算定する手法を考案し，既往のパラメータ決定手法と組み合わ

せることで動的計算に適用可能なパラメータ決定手法を構築する． 

 

3.3.1 圧縮指数推定式の定式化 

 弾性係数と N 値との関係から圧縮指数λを算定する手法を以下に記述する． 
~ loge p 関係より，正規圧密線は以下のように表現できる． 

'
'

dpde
p

   (3.10) 

ここで，eは間隙比， 'p は有効主応力を表す．体積ひずみ増分 vd と間隙比 eには以下のよう

な関係がある． 

01v
ded

e
  


 (3.11) 

ここで， 0e は先行圧密時の間隙比を表す．(3.10),(3.11)式より，体積ひずみ増分 vd は以下の式

で表せる． 

0

'
1 'v

dpd
e p


 


 (3.12) 

体積弾性係数は定義より，
'

v

dpK
d

 と表されるため，(3.12)式より， 

01 'eK p



  (3.13) 

についてまとめると，以下の式となる． 

01 'e p
K




  (3.14) 

ここで，体積弾性係数K はせん断弾性係数G を用いて以下の式で表せる． 
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GK


  (3.15) 

ここで，  は有効応力についてのポアソン比 ' を用いて以下のように表せる． 

 

 

3 1 2 '
2 1 '










 (3.16) 

(3.14),(3.15)式より，体積弾性係数K を消去すると，λは以下の式で表せる． 

0(1 ) 'e p
G





  (3.17) 

せん断弾性係数G とせん断波速度 SV との関係は以下の式で表される． 
2

SG V  (3.18) 

(3.17),(3.18)式より，せん断弾性係数G を消去すると，は以下の式で表せる． 

0
2

(1 ) '
S

e p
V







  (3.19) 

N 値からせん断波速度を推定する式は様々な設計基準等に示されている．本研究では道路橋

示方書 17)において示されるせん断波速度の推定式を用いる． 
道路橋示方書 17)ではせん断波速度 SV を以下の式で推定する． 

 

 

1/3

1/3

100 1 25

80 1 50
S i i

S i i

V N N

V N N

  

  

粘性土

砂質土
 (3.20) 

(3.20)式で推定したせん断波速度を(3.19)式に用いることで，圧縮指数を推定する．また，推

定する値は先行圧密時状態の値であると仮定し，以下のような圧縮指数推定式を用いる．  

0
02

(1 ) '
S

e p
V







  (3.21) 

 

 

3.4 解析概要 
 

本研究では，東京 23 区で実施された鉛直アレー観測での地震波形を対象とする．解析パラ

メータ決定手法は，飯塚ら（1987），宮田（2001）のパラメータ決定フローを基本とし，前章

で記述した圧縮指数推定式を導入する．各地点で観測された観測波形を対象に一次元弾塑性

動的解析を行うことで，実地盤での波の伝播を表現できるか確認する． 

本研究で対象とする観測地点は表-3.1 に示す Point1~3 の 3 地点である．解析対象の地震動

は表-3.2 に示す Event1~3 の 3 事例である．Event1~3 の入力加速度波形を図-3.3 に示す．本研

究で使用している観測記録は国土交通省港湾局の運営する港湾地域強震観測 18)の HP で公開

されているものである．対象地点の地盤情報は同様の HP にて記載されている観測地点の N

値，土質区分を使用している．Point1~3 の N 値および土質区分の分布を図-3.4 に示す．パラ

メータ決定フローには N 値以外にも単位体積重量 t ，塑性指数 PI ，透水係数 wk を指定する

必要がある．本研究では，東京都の液状化予測報告書 19)の土質試験結果を参考に表-3.3，3.4
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のように土質区分ごとに設定する．ただし，透水係数については土質区分ごとに一般的な値

を指定している． 

ここで，地表面で観測される波は地中から伝播する実体波と地表面を伝播する表面波から

成る．本研究では地中から伝播する実体波のみを計算しているため，単純に計算値と実測値

を比較することは出来ない．表面波は実体波の後に観測されることが一般的である 20)．その

ため，本研究では観測波形の前半 40 秒までの観測波形を解析で表現することとする．前半 40

秒までの観測波形であれば表面波の影響は少ないと考える． 

 

表-3.1 観測地点概要 

 観測地点 緯度 経度 観測深さ（地中） 

Point 1 新木場 35.636N 139.837E G.L. -65m 

Point 2 若洲 35.629N 139.836E G.L. -60m 

Point 3 八潮 35.605N 139.761E G.L. -51m 

 

表-3.2 検討地震動概要 

 
震源地名 発震日時 Magnitude 深さ 

最大加速度 (Gal) 

南北 東西 上下 

Event 1 福島県沖 2019/08/04  4.4 45.0km 6.5 8.9 2.9 

Event 2  千葉県南東沖 2019/10/12  5.4 75.0km 4.3 4.4 1.9 

Event 3 千葉県北西部 2019/10/31  3.8 62.0km 3.5 2.9 2.4 

 

   
Point1 Point2 Point3 

 
図-3.4 各観測地点の地盤情報（N 値，土質区分） 
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表-3.3 設定物性値（塑性指数からパラメータを決定） 

土質区分 3( )t kN m  pI  ( )kw m s  

粘性土，粘土，泥など 15.7 31 1.0×10-8 

粘土質砂，シルト質砂，砂質シルト，砂質粘土など 17.5 15 1.0×10-6 

有機質土，泥炭など 12.9 90 1.0×10-6 

火山灰，ロームなど 13.6 54 1.0×10-4 

 

表-3.4 設定物性値（N 値からパラメータを決定） 

土質区分 3( )t kN m  pI  ( )kw m s  

砂質土，砂など 19.0 ― 1.0×10-4 

礫質土，礫など 20.1 ― 1.0×10-2 

表土，埋土，盛土，廃棄物など 17.8 ― 1.0×10-6 

  



第 2 編 弾塑性力学による地震被害シミュレーション 
第 3 章 弾塑性動的解析における解析パラメータ決定手法の検討 

67 
 

 

Po
in

t1
-E

ve
nt

3 

 

Po
in

t2
-E

ve
nt

3 

 

Po
in

t1
-E

ve
nt

2 

 

Po
in

t2
-E

ve
nt

2 

 

Po
in

t1
-E

ve
nt

1 

 

Po
in

t2
-E

ve
nt

1 

 

-4-2024

Acceleration (Gal)

 N
S

-4-2024

Acceleration (Gal)

 E
W

0
10

20
30

40
-4-2024

Acceleration (Gal)

 U
D

Ti
m

e 
(s

ec
)

-4-2024

Acceleration (Gal)

 N
S

-4-2024

Acceleration (Gal)

 E
W

0
10

20
30

40
-4-2024

Acceleration (Gal)

 U
D

Ti
m

e 
(s

ec
)

-4-2024

Acceleration (Gal)

 N
S

-4-2024

Acceleration (Gal)

 E
W

0
10

20
30

40
-4-2024

Acceleration (Gal)

 U
D

Ti
m

e 
(s

ec
)

-4-2024
Acceleration (Gal)

 N
S

-4-2024

Acceleration (Gal)

 E
W

0
10

20
30

40
-4-2024

Acceleration (Gal)

 U
D

Ti
m

e 
(s

ec
)

-4-2024
Acceleration (Gal)

 N
S

-4-2024

Acceleration (Gal)

 E
W

0
10

20
30

40
-4-2024

Acceleration (Gal)

 U
D

Ti
m

e 
(s

ec
)

-4-2024

Acceleration (Gal)

 N
S

-4-2024

Acceleration (Gal)

 E
W

0
10

20
30

40
-4-2024

Acceleration (Gal)

 U
D

Ti
m

e 
(s

ec
)



第 2 編 弾塑性力学による地震被害シミュレーション 
第 3 章 弾塑性動的解析における解析パラメータ決定手法の検討 

68 
 

 

Po
in

t3
-E

ve
nt

3 

図
-3

.3
 
入
力
地
震
動
波
形

 

 

Po
in

t3
-E

ve
nt

2 

 

Po
in

t3
-E

ve
nt

1 

  

-4-2024

Acceleration (Gal)

 N
S

-4-2024

Acceleration (Gal)

 E
W

0
10

20
30

40
-4-2024

Acceleration (Gal)

 U
D

Ti
m

e 
(s

ec
)

-4-2024

Acceleration (Gal)

 N
S

-4-2024

Acceleration (Gal)

 E
W

0
10

20
30

40
-4-2024

Acceleration (Gal)

 U
D

Ti
m

e 
(s

ec
)

-4-2024
Acceleration (Gal)

 N
S

-4-2024

Acceleration (Gal)

 E
W

0
10

20
30

40
-4-2024

Acceleration (Gal)

 U
D

Ti
m

e 
(s

ec
)



第 2 編 弾塑性力学による地震被害シミュレーション 
第 3 章 弾塑性動的解析における解析パラメータ決定手法の検討 

69 
 

3.5 解析条件 
 

本研究では土粒子と間隙水との相互作用を考慮した弾塑性動的解析を行う．解析プログラ

ムには土/水連成弾塑性有限要素解析プログラム DACSAR-I を使用する 21)．解析に使用する構

成モデルは大野らの考案する EC モデル 22)を基本としている．EC モデルに橋口らの拡張下負

荷面モデル 23)，回転硬化モデル 24)，せん断硬化/軟化モデル 25)を組み合わせることで動的挙動

を表現可能なモデルとしている．本解析で使用する降伏関数を以下に示す． 

 

*

0

'ln ln 0
'

En
p

v
E

p Df D D R
p n




 
     

 
 (3.22) 

ここで，M は限界応力比，D はダイレイタンシー係数， 'p は有効主応力， 0 'p は圧密降伏応

力， p
v は塑性体積ひずみ， En は EC モデルのダイレイタンシー応答を実験結果にフィッティ

ングさせるためのパラメータ，
*

 は修正一般化応力比である． R は下負荷面と正規降伏面と

の相似比を表し， R の発展則は以下のような式で表される． 

ln pmR R
D

   (3.23) 

各塑性硬化モデルに固有のフィッティングパラメータは経験的に表-3.5 のように設定する． 

 

表-3.5 塑性硬化パラメータ 

土質区分 En  m  c    d  rb  r  

粘性土 1.5 0.1 10 ― ― 1.0 0.5 

砂質土 1.2 0.1 30 2.0 0.8 1.0 0.5 

 

解析メッシュは一次元の鉛直柱とし，深さ方向に 1.0m 間隔のメッシュとする．一次元の条件

を表現するために，鉛直柱の両側面を周期境界条件とする．地震時の挙動は極めて短い時間

に生じるものであり，その間に水の移動は生じないと仮定し，両側面および底面を非排水条

件とする．上端面については地表面を想定するため，排水条件とする．底面に実際に各地点

での観測波形を境界条件として与え，入力深度以浅の挙動を表現する．各地点での地表面で

の観測加速度波形と解析から得られた地表面での加速度波形とを比較する．また，底面での

地震波の反射を抑制するため，粘性境界条件を設定する．本解析手法では，計算の安定性を

高めるため，レイリー減衰を導入する．レイリー減衰パラメータは , 0.005   としている． 
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3.6 解析結果 
 

3.6.1 解析結果と観測波形との比較 

解析結果として，地表面での観測波形と解析から得られた地表面での加速度波形とを比較

する．図-3.5~3.13 にはそれぞれのケースの時刻歴加速度波形を図示する．図-3.5~3.13 より， 

Event1（福島県沖を震源とする地震）および Event2（千葉県南西沖を震源とする地震）につい

ては，NS，EW，UD のいずれの方向もおおよそ実際の位相を表現できており地盤中の地震波

伝播の傾向を表現できている．ただし，上下方向の加速度は実測値よりも大きな振幅が得ら

れており，上下方向の加速度は水平方向の加速度と同一の条件で解析を行うと過大評価する

傾向が得られている．本研究では地中からの実体波のみを考えるため，上下方向の地震波は

進行方向と平行に振動する P 波が主である．P 波と S 波ではそれぞれに適切な減衰定数を用

いることが望ましいと考える． Event3（千葉県北西部を震源とする地震）についての結果で

は，Point1~3 いずれの観測点においても観測波形と計算結果との間に相当な違いが確認され

ている． 

次に，地表面加速度についてのフーリエスペクトルを比較する．図-3.14~3.22 にはそれぞれ

のケースのフーリエスペクトルを図示する．なお，スペクトルはバンド幅 0.1Hz の parzen 窓

で平滑化している．図-3.14~3.22 より，時刻歴加速度波形での傾向と同様に Event1 および

Event2 については，おおよそ実際の卓越周期を表現出来ている．ただし，周期 1.0~1.5 秒付近

の振幅が大きい場合には本検討での解析では表現出来ていないことが分かる．Event3 につい

ての結果では，どの地点でも 0.5 秒未満の極めて小さい周期の成分が卓越しており，解析では

実測よりも卓越周期を大きく推定している．本研究で用いた解析手法では，検討する地震動

の周期が極めて小さい場合には実際の挙動を正確に表現できないことが考えられる． 

 次に，最大加速度の鉛直方向分布について実測値と解析値を比較する．図-3.23 には，解析

から得られる最大加速度の鉛直方向分布と各深度で観測される最大加速度を図示する．図-

3.23 より，Event1 および Event2 の事例に着目すると，Point1，Point3 の地点の解析結果は比

較的正確に実際の最大加速度を表現しているが，Point2 の地点の解析結果は地表面付近の最

大加速度を過小評価していることが分かる．Point2 の解析地点は地表面付近に埋土が比較的

厚く分布しており，対象地点の埋土の物性を正確に評価できていないことが考えられる．ま

た，Event3 に着目すると，いずれの対象地点においても最大加速度を過小評価する傾向が見

られる．これは時刻歴加速度波形やフーリエスペクトルの結果と同様の傾向であり， Event3

の地震動の主要な周期が極めて短いためであると考えられる．また，地震動の方向に着目す

ると，上下動については水平方向の加速度と比較して過大評価する傾向が見られる．これも

時刻歴加速度波形やフーリエスペクトルの結果と同様の傾向となっている． 
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Point1-Event1 Point1-Event2 Point1-Event3 

   
Point2-Event1 Point2-Event2 Point2-Event3 

   
Point3-Event1 Point3-Event2 Point3-Event3 

 

図-3.23 最大加速度の鉛直方向分布 
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3.6.2 異なる圧縮指数推定式を用いた解析結果の比較 

既往のパラメータ決定フローに基づいて圧縮指数λを推定した場合（従来手法と呼ぶ）と，

本研究で導入する推定手法を用いて圧縮指数λを推定した場合（新手法と呼ぶ）との解析結

果の違いを比較する．図-3.24，3.25 には，従来手法を用いた解析での加速度波形（青線）と，

新手法を用いた解析での加速度波形（緑線）を観測波形（赤線）と比較する．対象のケースは

Point1 での Event1 のケースである．EW 方向の加速度波形を比較すると，新手法では従来手

法よりも正確に観測波形の位相や振幅を表現できていることが分かる．UD 方向の加速度波形

を比較すると，EW 方向での結果と同様に，新手法で従来手法よりも正確に観測波形の位相や

振幅を表現できていることが分かる．新手法と従来手法での振幅の違いは EW 方向での結果

よりも顕著に確認できる．図-3.26 には従来手法と新手法のフーリエスペクトルを観測波形の

フーリエスペクトルと比較する．EW 方向のフーリエスペクトルを比較すると，どの周期の成

分についても新手法は従来手法よりも観測値に近いスペクトルをおおよそ表現できている．

特に新手法では従来手法ではほとんど表現できていない短周期成分を表現出来ている．UD 方

向のフーリエスペクトルを比較すると，従来手法では観測値と大きく異なる卓越周期が得ら

れているが，新手法では比較的観測値に近い卓越周期が得られている．また，振幅について

も新手法では従来手法よりも観測値に近いことが顕著に確認できる． 

 

 

 
図-3.24 異なる圧縮指数推定式を採用した際の加速度波形 

（Point1-Event1 EW 方向） 
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図-3.25 異なる圧縮指数推定式を採用した際の加速度波形 

（Point1-Event1 UD 方向） 

 

  
Fourier Spectrum EW Fourier Spectrum UD 

図-3.26 異なる圧縮指数推定式を採用した際のフーリエスペクトル 

 

3.6.3 レイリー減衰の違いが及ぼす解析結果の比較 

本解析手法では，計算の安定性を高めるため，レイリー減衰を導入している．この減衰係

数が過大，もしくは過小に設定されているために観測値との差が生じている可能性が考えら

れる．そのため，異なるレイリー減衰を用いて計算を行い，レイリー減衰が解析結果に及ぼ

す影響を検討する．図-3.27，3.28 には Point1 での Event1 および Event2 のケースについてレ

イリー減衰のパラメータを変えた際のスペクトルを比較する．レイリー減衰は , 0.005  

（青線）と , 0.05   （緑線）を用いる．図-3.27，3.28 よりレイリー減衰の違いは主に周期 1

秒未満の短周期成分に影響しており，EW 方向の加速度を比較すると，レイリー減衰を小さく

設定することで短周期成分を表現出来ている．UD 方向の加速度を比較すると，卓越周期であ

る 0.5 秒付近の振幅は観測値を上回っているため，今回設定した数値よりも大きいレイリー

減衰を設定することで卓越周期付近のスペクトルを正確に表現できると考えられる．しかし，

0.5 秒よりも短周期の成分はレイリー減衰が小さいほうが実測に近い振幅を表現している．そ

のため，今回の解析のみではどのようなレイリー減衰を用いるのが適切か一概に述べること

は出来ない． 

0 10 20 30 40-10

-5

0

5

10

Time (s)

A
cc

el
er

at
io

n 
(G

al
)

 Moinitored data
  by proposed method

0 10 20 30 40-10

-5

0

5

10
 Monitored data
 Before the changes

0 10 20 30 40-10

-5

0

5

10

Time (s)

A
cc

el
er

at
io

n 
(G

al
)

 Moinitored data
  by previous method

0 10 20 30 40-10

-5

0

5

10
 Monitored data
 Before the changes

0 1 2 30

5

10

15

20

Period (s)

A
m

pl
itu

de
 (G

al
*s

)  Monitored data
  by proposed method
  by previous method

0 1 2 30

5

10

15

20

Period (s)

A
m

pl
itu

de
 (G

al
*s

)  Monitored data
  by proposed method
  by previous method



第 2 編 弾塑性力学による地震被害シミュレーション 
第 3 章 弾塑性動的解析における解析パラメータ決定手法の検討 

84 
 

 

  
Point1-Event1 Fourier Spectrum EW Point1-Event1 Fourier Spectrum UD 

図-3.27 異なるレイリー減衰を採用した際のフーリエスペクトル（Point1-Event1） 

 

  
Point1-Event2 Fourier Spectrum EW Point1-Event2 Fourier Spectrum UD 

図-3.28 異なるレイリー減衰を採用した際のフーリエスペクトル（Point1-Event2） 

 

3.7 まとめ 
 

 本章では，動的弾塑性解析に使用できる解析パラメータ決定手法の構築に試みた．設計基

準に記される N 値と弾性係数の関係式を基に圧縮指数を推定することで，従来の経験式より

も高い圧縮指数が推定される．これにより，地震のように載荷速度が大きい際の圧縮指数を

表現できる．本手法で推定するパラメータを用いて解析を行った結果，実際の地震波形の短

周期成分をより正確に表現できた．また，実際の地表面での加速度波形と近しい位相を表現

できていることから，地震波の伝播をより正確に表現出来ていると考えられる．ただし，周

期 0.5 秒以下の成分が主要な波形では，実際の挙動を正確に表現することは出来ないという

結果が得られた． 

 今回、検討対象とした地震動は最大加速度が 10Gal 以下の小規模な地震であったため，液

状化現象が生じるほどに過剰間隙水圧が上昇していない．液状化による被害想定を行うには，

より加速度の大きい地震を対象とし，液状化の有無および液状化による変位を正確に表現で

きるか検証することが必要である．ただし，大規模な地震を対象とする際には，地表面を伝

播する表面波の影響が大きくなることに留意する必要がある． 
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第 4 章 東京 23 区を対象とした弾塑性動的解析 

 

 第 4 章では東京 23 区の海抜ゼロメートル地帯という広域な地域を対象に，弾塑性有限要素

解析による広域の液状化リスク評価を行う． 

 

4.1 東京 23区の海抜ゼロメートル地帯について 
  

東京都の東部には地表面高さ

が満潮時の平均海水面以下であ

る「海抜ゼロメートル地帯」が

広範囲に分布している．東京都

の海抜ゼロメートル地帯は過去

に地下水の過剰な汲み上げが行

われた影響で地盤沈下が生じた

地域である．図-4.1 には東京都

の海抜ゼロメートル地帯の地盤

高を図示している．主に江東区

や墨田区の江東デルタと呼ばれ

る地域は地盤高が干潮時の平均

海水面以下の地域となってい

る．東京都の東部は人口や商業

施設，都市機能が集中しており，

災害リスクの高い地域となって

いる． 

 

4.1.1 東京海抜ゼロメートル地帯の成り立ち 2),3) 

 東京都の地盤沈下は明治時代頃から始まっており，大正時代の初めごろには地盤沈下が生

じている．この地盤沈下は工業用水のための地下水の過剰な汲み上げによるものであると考

えられており，戦後には地盤沈下がさらに進行し，江東区では最大で約 4.5mもの累積沈下が

生じている．図-4.2 には東京都の主要水準基標での累積地盤沈下量を示している．進行する地

盤沈下を抑制するため，「工業用水法」および「建築物用地下水の採取の規制に関する法律」

（ビル用水法）によって揚水規制が行われている．昭和 36 年から工業用水法の地域指定が実

施され，昭和 38 年からビル用水法についても地域指定が行われている．昭和 45 年には公害

防止条例が施工され，条例による揚水規制を実施している．また，水溶性天然ガスの採取を

目的とした揚水が地盤沈下の要因の一つであったため，昭和47年に東京都は鉱業権を買収し，

天然ガスの採取を全面停止している．これらの揚水規制により，昭和 40 年代後半から地盤沈

下は沈静化しており，現在地盤沈下はほとんど生じていない． 

 

図-4.1 東京海抜ゼロメートル地帯の地盤高 

（東京都建設局「東部低地帯の河川整備計画」1） 

地盤高平面図を参考に作成） 
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4.1.2 海抜ゼロメートル地帯の災害リスク 

 海抜ゼロメートル地帯

は地表面高さが海水面以

下であるが，低地帯の周囲

を堤防や水門，陸閘等の防

潮施設で囲むことで海水

や河川の流入を防いでい

る．そのため，仮にこれら

の防潮施設が機能を失う

ことがあれば，低地帯には

海水が流入し水没するこ

とが考えられる．さらに，

低地帯は地盤高が海水面

以下の地域であるため，海

水が自然に流出すること

はなく，堤防などの防潮施

設の復旧ののちポンプに

よる排水を行わなければ

ならない．また，低地帯に

海水が流入すれば地下鉄

が水没することも考えら

れる．2001 年に納莉台風 5)

に見舞われた台湾や 2012

年にハリケーン・サンディ

に見舞われたニューヨー

クでは実際に地下鉄の水

没被害が生じている 6)．東

京の海抜ゼロメートル地帯には特に人口や多くの企業が集中しており，長期間に及ぶ水没が

あれば経済的被害は未曾有のものとなることが想像できる．  

 東京都の海抜ゼロメートル地帯では 1947 年のキティ台風や 1958 年の狩野川台風の際に大

きな水害を受けている 7)．現在の東京海抜ゼロメートル地帯の地盤高はこれらの災害に見舞

われた当時よりも低下しており，同様の被害に見舞われれば更なる甚大な被害につながるこ

とが考えられる．ただし，これらの高潮被害を教訓に東京湾の臨海部では防潮施設が整備さ

れている．平成 24 年には東部低地帯の河川施設整備計画 1)が策定され，想定される最大級の

地震が発生したとしても各施設の機能を保ち，津波などの侵入を防ぐことが出来るよう整備

が進められている．整備計画の期間は平成 24 年度から 10 年間とされており，緊急性の高い

すべての水門・排水機場等と水門外側の堤防については 2020 年までに対策を完了することと

している． 

 
図-4.2 東京都の主要水準基標における累積沈下量図 4) 

（東京都土木技術支援・人材育成センター 

「令和元年地盤沈下調査報告書」より引用） 
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4.2 東京海抜ゼロメートル地帯を対象とした地盤履歴再現解析 
  

前節で述べた通り，東京都の海抜ゼロメートル地帯は地下水の過剰な汲み上げによって地

盤沈下が生じた地域である．そのため，この地域では地下水位が一度低下した後，回復する

というような変動を経験した地盤となっている．本節ではこの地下水位の変動による地盤沈

下履歴を解析によって表現し，地下水位の変動による地盤状態の変化を表現する．また，再

現した地盤の応力状態を初期条件として液状化解析を行うことで，地下水位の変動に伴う応

力状態の変化が地震応答解析に及ぼす影響を比較する． 

 

4.2.1 地盤沈下履歴の再現解析の概要  

 松本ら（2013）は地下水位の変動を水理境界条件として設定し，地下水位変動を水理境界

条件の変化として作用させることで，地盤沈下の履歴を表現している 8)．本節では松本らの手

法に倣い，地下水位変動による地盤沈下を弾塑性解析で表現することとする．また，解析か

ら得られた各年代の地盤状態を初期条件として地震応答解析を行う．対象地域は荒川河口付

近にある葛西臨海水族園周辺としている．対象地点付近の地下水位変動として，東京都の小

島第 2 観測井で観測された地下水位変動を使用する．観測された地下水位の変動を図-4.3 に

示す 9)．また，1986 年以降は小島第 1 観測井で観測された地下水位についても記載されてい

るため，小島第 1 観測井での地下水位の変動についても解析に反映している．これらの地下

水位の変動および地盤沈下履歴については東京都土木技術支援・人材育成センターが毎年公

開している地盤沈下調査報告書および東京都土木技術支

援・人材育成センター年報に記載されている 10),11)．図-4.4

は荒川周辺を図示しており，解析対象地点，観測井およ

び水準基標の位置関係を示す．小島観測所は昭和 47 年

に設置された観測所であるため，昭和 47 年以降の地下

水位変動のみ記載されている．東京都の地盤沈下は地下

水位の変動によって生じていると考えられるため，地盤

沈下量と地下水位の変動量とに正の相関があると考え，

昭和 47 年以前の地下水位変動については地盤沈下履歴

に基づいて図-4.5 の点線ように仮定する．解析に使用す

る解析メッシュは図-4.6 に示す一次元地盤とする．小島

第 2 観測井のストレーナー深さは解析メッシュの底面に

該当する A.P.-70m付近であり，小島第 1 観測井のストレ

ーナー深さは解析メッシュの Nas 層に該当する A.P.-40m

付近である． 

 

 
図-4.6 解析メッシュ図 
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図-4.3 地下水位変動観測記録 9) 

（「東京都土木技術支援・人材育成センター年報」より引用） 

 

 
図-4.4 解析対象地点周辺模式図 

 

 
図-4.5 解析で設定した地下水位変動および地盤沈下履歴 
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4.2.2 地盤沈下履歴再現解析での解析条件 

松本ら（2013）の解析では As 層，Nas 層，Tog 層は線形弾性体，他の層については関口太

田モデルを用いて解析を行っている．本研究では砂質土層での液状化を検討するため，Tog 層

を除くすべての層で弾塑性構成モデルである EC モデル（大野ら）を使用している．ここで，

Tog 層は上載圧が大きく液状化が生じることは考えにくいため線形弾性体としている．解析

パラメータは松本ら（2013）の検討したパラメータを使用しているが，As 層，Nas 層につい

ては弾塑性の解析パラメータを新たに設定する必要がある．そのため，As 層，Nas 層につい

ては付近のボーリングデータを基に N 値からの解析パラメータ決定フローを使用し，パラメ

ータを決定している．解析に使用するパラメータを表-4.1 に示す．モデル化している A.P.-7.0m

から A.P.-70.0m までの地盤の沈下量を解析するため，変位境界条件として底面を固定，側面

は側方向のみ固定の条件としている．また，A.P.-7.0m の上端面は地表面を想定するため排水

境界条件としている．観測井のストレーナーが位置する Nas 層および底面にそれぞれの観測

井で観測された地下水位を水頭境界条件として設定し，地下水位の変動を表現している． 

 

表-4.1 解析物性パラメータ 

 γ(kN/m3) D Λ Μ ν’ k(cm/s) K0 

As 18.0 0.017 0.722 1.26 0.361 1.22E-06 0.478 

Ac1 15.0 0.191 0.900 1.00 0.368 6.35E-06 0.629 

Ac2 15.0 0.126 0.900 1.14 0.394 1.90E-06 0.650 

Nac1 17.0 0.128 0.909 1.45 0.378 5.90E-07 0.608 

Nas 18.0 0.012 0.736 1.29 0.378 3.60E-06 0.470 

Nac2 17.0 0.128 0.909 1.45 0.378 5.90E-07 0.608 

Tog 20.0 - - - 0.300 2.31E-03 - 

 Ki α 𝑉0̇ λ e0 λk N 

As 0.478 1.45E-03 1.58E-08 0.054 0.87 0.0 5 

Ac1 0.629 6.36E-03 6.50E-07 0.477 2.00 0.435 - 

Ac2 0.650 4.77E-03 5.20E-07 0.477 2.50 0.435 - 

Nac1 0.840 5.99E-03 6.50E-07 0.499 1.53 0.291 - 

Nas 0.470 1.05E-03 1.23E-08 0.032 0.53 0.0 20 

Nac2 0.840 5.99E-03 6.50E-07 0.499 1.53 0.291 - 

Tog - - - - - - - 
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4.2.3 地盤沈下履歴再現解析での解析結果 

 約 100 年間の地下水位の変動を表現した解析結果

を示す．本解析では A.P.-70m以浅の地盤の圧縮量を

計算しているが，地表面で観測される地盤変動量は

A.P.-70m 以深の圧縮量を含んだ値となっている．そ

のため，単純に地表面沈下量と解析結果とを比較す

ることは出来ない．東京都の地盤沈下調査報告書で

はいくつかの観測井で地表面の変動量と G.L.-70m

以深の変動量（鉄管の変動量）から G.L.-70m 以浅の

変動量を算出している（図-4.7）4)．観測に使用され

ている二重管は図-4.8 のようになっており，鉄管の

変動量（ dS ）が G.L.-70m 以深の変動量に相当する．

そのため，地表面の変動量（ tdS ）から dS を差し引

くことで，G.L.-70m 以浅の変動量（ 70dS ）を算出で

きる．図-4.8 は南砂町第 1 観測井で観測された地盤

変動量について，鉄管長さ（70m）以浅の変動量，鉄管長さ（70m）以深の変動量，地表面の

変動量を示している．図-4.8 を見ると，G.L.-70m以浅の変動量は地表面の変動量の約 50~60%

に相当すると考えられる．そのため，本解析では地表面で観測された地盤沈下量の 55％の値

と解析で得られた圧縮量とを図-4.9 に比較する．図-4.9 を見ると，おおよそ実際の観測値を解

析で再現できている．ただし，実測値は地下水位が回復しても地盤の隆起するような挙動は

ほとんど見られないが，解析値では地下水位の回復に伴って地盤の隆起する挙動が計算され

ている．また，図-4.10 には地下水位の変動に伴う間隙水圧分布の変化を図示している．1985

年には実際の間隙水圧が観測されており，浅層部はおおよそ静水圧分布を示しているのに対

して，A.P.-30m 以深では負の過剰間隙水圧が生じている．解析値でもこのような現象をおお

よそ表現出来ており，最も地下水位が低いと考えられる 1972 年まで次第に水圧が低下し，そ

の後地下水位の回復に伴って静水圧分布に近づくような変化が表現されている．また，図-4.11

には応力分布の変化を図示している．ここで，A.P.-40m 付近の Nas 層はＮ値から降伏応力を

仮定しているため，高い降伏応力が設定されている．応力分布は 1972 年頃まで上昇し，その

後低下するような変化を示している．初期条件として OCR を 1 より大きく設定している A.P.-

25m 付近以深については地下水位低下前と地下水位回復後で大きな変化は見られないが，

OCR=1 の正規状態を仮定している浅部では一度応力が増加し，その後低下したことで軽い過

圧密状態に変化している． 

 

 

図 4.7 二重管による GL.-70m以浅

の圧縮量 
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図-4.8 南砂町第 1 観測井（70m井）における地盤変動量 4) 

（東京都土木技術支援・人材育成センター「令和元年地盤沈下調査報告書」より引用） 

 
図-4.9 圧密沈下解析での地盤沈下量 

  

図-4.10 圧密沈下解析での水圧分布変化 図-4.11 圧密沈下解析での応力分布変化 
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4.2.4 地盤沈下履歴を考慮した弾塑性動的解析 

 地下水位変動の再現解析によって表現した各年代の応力分布を初期条件として地震応答解

析を実施する．動的解析では動的挙動を表現するため，大野らの EC モデルを基本に橋口らの

下負荷面，拡張下負荷面，回転硬化，せん断硬化/軟化モデルを組み合わせたモデルを使用し

ている．各塑性硬化パラメータおよび EC モデルのフィッティングパラメータについては経

験的に表-4.2 に示すパラメータを使用する．なお，粘土層ではせん断硬化/軟化モデルは考慮

しないこととしている．検討する地震動は東京都港湾局 HP で公開されている東北地方太平

洋沖地震の地震動および大正関東地震型の L2 地震動を使用する 12),13)．図-4.12，図-4.13 には

東北地方太平洋沖地震の南北方向，東西方向の波形を記載する．また，図-4.14，図-4.15 には

東京湾での大正関東地震型 L2 地震動の南北方向，東西方向の波形を記載する．今回検討する

東北地方太平洋沖地震の加速度波形は大正関東地震型 L2 地震動と比較すると最大加速度は

かなり小さいが，小さい波が長時間継続するような波形となっている．これらの加速度波形

を入力加速度として，解析メッシュ底面の各節点に設定し，地震応答解析を行う．地震時の

挙動は極めて短い時間の現象であるためメッシュ境界部での水の移動は生じないと仮定し，

側面及び底面は非排水境界条件としている．上端面は地表面を想定するため，常に排水境界

条件を設定している．一次元の動的解析では一次元モデルでありながら側方向に無限に広が

る地盤を想定するため，側面には周期境界条件を設定している．また，地下水位変動による

地盤状態の変化を考慮するため，圧密沈下解析で算出した各年代での間隙水圧分布を該当す

る節点の初期水頭条件として設定し，各年代での応力分布を該当する要素の初期応力として

設定している．これらの境界条件のもとで実施する地震応答解析の結果を以下に示す．図-

4.16~4.19 には各年代の地盤状態を初期条件として東北地方太平洋沖地震の加速度を用いて実

施する地震応答解析での最大過剰間隙水圧比の鉛直方向分布を示す．同様に，図-4.20~4.23 に

は各年代の地盤状態を初期条件として大正関東地震型 L2 地震動の加速度を用いて実施する

地震応答解析での最大過剰間隙水圧比の鉛直方向分布を示す．過剰間隙水圧比は各時点での

過剰間隙水圧を初期の有効上載圧で除した値であり，地震によって過剰間隙水圧が上昇し初

期の有効上載圧に一致すれば過剰間隙水圧比は1となり完全に液状化していると考えられる．

計算上は一般的に過剰間隙水圧比が 0.95 を超えれば液状化していると考える．図-4.16~4.19

を比較すると，1887 年および 1923 年の地盤では上層部の砂層で過剰間隙水圧比の最大値が

0.95 近くとなっており，液状化するような傾向が見られる．一方で地下水位が著しく低下し

ている 1972 年および地下水位がかなり回復している 2011 年の地盤では過剰間隙水圧比が

0.95 まで上昇しておらず，地下水位低下前と比較して液状化しにくい地盤となっていると考

えられる．大正関東地震型 L2 地震動を対象地震動としている図-4.20~4.23 を比較すると，ど

の年代の地盤においても上層部の砂層では過剰間隙水圧比が 0.95 を上回っており，液状化が

生じるような傾向が見られる．大正関東地震型 L2 地震動は東北地方太平洋沖地震よりも最大

加速度が相当に大きく，地下水位の変動によって地盤の強度が増加したとしても液状化が生

じるものと考える．これらの結果より，東京海抜ゼロメートル地帯は地下水位の低下によっ

て地盤沈下の生じた地域であるが，地下水位の変動によって圧密が進行したことで，地盤強

度が向上した地域となっていると考えられる． 
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表-4.2 塑性硬化パラメータ 

 m  c  rb  r    
d  En  

Clay layer 0.1 10 1.0 0.5 - - 1.2 

Sand layer 0.1 30 1.0 0.5 2.0 0.8 1.2 

 

 
図-4.12 東北地方太平洋沖地震波形（南北方向） 

 

 
図-4.13 東北地方太平洋沖地震波形（東西方向） 

 

 
図-4.14 大正関東地震型 L2 地震動波形（南北方向） 
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図-4.15 大正関東地震型 L2 地震動波形（東西方向） 

 

  

図-4.16 最大過剰間隙水圧比分布 

（地震動：東北地方太平洋沖地震， 

地盤状態：1887 年） 

図-4.17 最大過剰間隙水圧比分布 

（地震動：東北地方太平洋沖地震， 

地盤状態：1923 年） 
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図-4.18 最大過剰間隙水圧比分布 

（地震動：東北地方太平洋沖地震， 

地盤状態：1972 年） 

 

図-4.19 最大過剰間隙水圧比分布 

（地震動：東北地方太平洋沖地震， 

地盤状態：2011 年） 

  

図-4.20 最大過剰間隙水圧比分布 

（地震動：大正関東地震型 L2 地震， 

地盤状態：1887 年） 

図-4.21 最大過剰間隙水圧比分布 

（地震動：大正関東地震型 L2 地震， 

地盤状態：1923 年） 
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図-4.22 最大過剰間隙水圧比分布 

（地震動：大正関東地震型 L2 地震， 

地盤状態：1972 年） 

図-4.23 最大過剰間隙水圧比分布 

（地震動：大正関東地震型 L2 地震， 

地盤状態：2011 年） 

 

4.3 東京 23区を対象とした広域弾塑性動的解析 
  

前節では地下水位の変動に伴う液状化リスクの変化について述べたが，本節では実際に広

域地域の各地点での液状化リスクの違いについて弾塑性動的解析によって評価する．ただし，

広域地域での長期間の地下水位変動についての十分な記録は入手できていないため，本研究

では地下水位変動を考慮しない場合の液状化リスクを評価する． 

 

4.3.1 広域地域を対象とした液状化解析の必要性 

 東京都東部の低地帯のうち特に災害リスクが高いと考えられているのが，東を荒川，西を

隅田川，南を東京湾で囲まれた江東デルタ地帯と呼ばれる地域である（図-4.24）．この地域は

過去の地下水汲み上げによる地盤沈下が特に顕著に生じた地域であり，約 4.5mもの累積沈下

が生じた地点もこの地域に位置している．江東デルタ地帯は周囲を河川と海で囲まれており，

海抜ゼロメートル地帯が広範囲に広がっているため，堤防や水門，陸閘などを整備すること

で浸水リスクを低減させている．地震による防潮施設の被害を考えると，一か所でも防潮施

設が機能を失うほどの被害が生じれば，その地点から河川や海水が流入し，浸水は低地帯全

域に広がることが考えられる．そのため，このような低地帯での水害を念頭に置いた液状化

解析では広域地域を対象とした被害リスクの評価が必要であると考える． 
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図-4.24 江東内部河川平面図 14) 

（東京都建設局「江東内部河川整備計画」より引用） 

 

4.3.2 地盤モデルの構築 

 広域地域を対象とした液状化解析を行うにあたり，対象地域の地盤モデルの構築が最初の

課題となる．本研究では三次元グリッドモデル構築プログラム 15),16),17)を用いて東京 23 区全

域の三次元地盤モデルを構築する．三次元グリッドモデル構築プログラムは木村らの提案す

る三次元モデリング手法を基に作られたプログラムとなっており，ボーリングデータからボ

クセル形式の三次元モデルを構築することが出来る．ボーリングデータは XML 形式の電子

データを使用し，プログラムによって各地点の各深度での土質区分および N 値を CSV 形式で

出力する． 

本研究では，東京都土木技術支援・人材育成センターの約 16000 本のボーリングデータを

使用し，東京 23 区の地盤情報をモデル化する．図-4.25 はボーリング位置図を表しており，青

プロットでボーリングデータの位置を示している．これらのボーリングデータは XML 形式
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であり，それぞれのボーリングデータに土質区分および N 値の情報が含まれる．これらのボ

ーリングデータを基に三次元グリッドモデル構築プログラムを用いて N 値および土質区分に

ついての地盤モデルを構築する．構築範囲はボーリングデータの位置する東京 23 区とし，メ

ッシュ間隔は東西南北方向に 100m，深さ方向には 1.0m の間隔とする．構築した 3 次元地盤

モデルを図-4.26，4.27 に示す．図-4.26 は N 値についての地盤モデルを表し，図-4.27 は土質

区分についての地盤モデルを表す．地盤モデルで東西方向を X 方向とし，南北方向を Y 方向

として示している．ボーリングデータの及ばない深さで地盤モデルを構築出来ていない地点

については図-4.26，4.27 では灰色で示している． 

 N 値および土質区分いずれの地盤モデルについても北西の微高地で東西方向に直線的にモ

デル化されている箇所が見られる．これらの地域は周囲よりも標高が高い地域であるために

周囲のボーリングデータがなく，正確に空間補間が出来ていない可能性がある．本研究では

低地帯の災害リスクについて検討するため，微高地の地盤モデルについては精度の低さを許

容するものとする． 

 

 
図-4.25 ボーリング位置図（地図は地理院タイル 18）にボーリング位置を追加して作成） 
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4.3.3 広域一次元液状化解析概要 

 本研究では広域の液状化リスクを評価するため，東京 23 区の複数地点での一次元動的解析

を実施する．構築した三次元地盤モデルから東西方向に 1000m 間隔で一次元解析メッシュを

作成する．1000m 間隔で三次元地盤モデルからその地点の N 値および土質区分の分布を抽出

し，一次元の解析モデルを形成する．解析パラメータは主に砂質土については N 値から決定

する手法 19)を用い，粘性土については塑性指数から決定する手法 20)を用いる．N 値からの解

析パラメータ決定フローおよび塑性指数からの解析パラメータ決定フローをそれぞれ図-4.28，

4.29 に図示する．ここで，塑性指数についてはボーリングデータには含まれないため，仮定

する必要がある．本研究では東京都の地盤情報として，東京の液状化予測図平成 24 年改訂版

を参考とする 21)．東京の液状化予測では蓄積されている土質試験データを基に主要な土質名

ごとに物性値を設定している．東京都の液状化予測報告書を参考に土質区分ごとの塑性指数

および単位体積重量を設定する．また，透水係数については土質区分ごとに妥当な値を設定

している．各鉛直柱に同様の境界条件を設定し，各地点で同一条件での動的解析を行う．地

震時の動的解析は極めて短い時間の現象であるため，水の移動は生じないと考え，境界面は

非排水条件とする．ただし，上端面は地表面を想定するため，排水境界条件とする．一次元動

的解析では二次元の解析メッシュでありながら側方向に無限に広がる地盤を想定するため，

両側面には周期境界条件を設定する．各鉛直柱の底面に入力地震動の加速度を境界条件とし

て与え，解析を行う．解析メッシュの高さは地盤モデルで構築されている深さに相当するた

め，地点毎に異なる高さの一次元解析メッシュとなっている．本研究で検討する地震動は東

京都港湾局の HPで公開されている大正関東地震型 L2地震動 13)および品川地震観測所で観測

されている東北地方太平

洋沖地震を用いることと

する 12)．加速度波形を図

-4.30，4.31 に示す．東北

地方太平洋沖地震は大正

関東地震型 L2 地震動と

比較して最大加速度は小

さいが振幅の小さな波が

長時間続く波形となって

いる． 

表-4.3 土質区分ごとの設定物性値 
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図-4.30 検討する加速度波形（大正関東地震型 L2 地震動） 
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図-4.28 N 値からの解析パラメータ決定フロー19) 

 

 

 

図-4.29 塑性指数からの解析パラメータ決定フロー20) 
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図-4.31 検討する加速度波形（東北地方太平洋沖地震） 

 

4.3.4 広域一次元液状化解析結果 

 解析結果として，各地点における過剰間隙水圧比の最大値を図-4.32，4.33 に図示する．た

だし，地下深くでは過剰間隙水圧が上昇したとしても地表面付近で液状化被害が生じること

は考えにくく，多くの液状化判定でも地下 30m以浅の地盤を液状化の検討対象としている．

そのため，図-4.32，4.33 では A.P.-30m以浅の過剰間隙水圧比の最大値を示している．図-4.32

および 4.33 を見ると，それぞれ地点毎の液状化リスクの違いが表現されている．大正関東地

震型 L2 地震動を用いたケースでは東北地方太平洋沖地震を用いたケースよりも過剰間隙水

圧比の上昇している地点が多く見られる．この結果は，入力に使用した大正関東地震型 L2 地

震動は東北地方太平洋沖地震と比較して最大加速度が大きいことが要因であると考えられる．

一方，わずかではあるが東北地方太平洋沖地震を用いたケースにおいて，大正関東地震型 L2

地震動を用いたケースよりも過剰間隙水圧比が上昇している地点が見られる．上述の通り，

東北地方太平洋沖地震は大正関東地震型 L2 地震動と比較して振幅の小さな波が長時間続く

波形となっている．この地震動の継続時間が液状化評価に影響していると考えられる．本推

定では，江東区南部（臨海部），品川区東部（臨海部）において，いずれの入力加速度におい

ても液状化リスクが高いと判定されている．また，荒川や中川などの河川周辺では離散的に

液状化リスクが高い地域が分布している．低地帯を水害から守る堤防や水門などの防潮施設

は臨海部や河岸部に整備されるため，臨海部や河岸部の液状化リスクが高いという推定結果

は憂慮すべき結果である． 

図-4.34 は東京都が実施している東京の液状化予測図である 21)．東京都の液状化予測は 1923

年の大正関東地震の揺れを想定し，FL 値と PL 値による液状化判定を用いた液状化予測とな

っている．東京の液状化予測では FL値と PL 値の算定にボーリング調査データを用いている．

また，本研究では東京の液状化予測図を物性値の参考にしている．このように，本研究での

液状化評価は物性値や想定する地震動などが東京の液状化予測図と同様であるため，液状化

予測手法による液状化判定の違いを比較する．東京の液状化予測では，各層の液状化危険度
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を表す FL 値および地表から 20m までの液状化程度を表す PL 値での液状化判定結果を合わ

せた評価手法となっている．ここで，PL 値は各層の FL 値を基に，深さ方向の重みを考慮し

て積分したものである．基とする各層の液状化危険度は FL 値と同様であるが，PL 値は液状

化被害が地表面に及ぼす影響の程度を評価するための手法である．FL 値と PL 値では液状化

判定手法が異なるため，液状化判定結果も異なる．東京都の実施している液状化評価では，

FL 値および PL 値のいずれかの液状化評価指標で液状化可能性が大きいと見込まれ，尚且つ

もう一方の評価指標においても中程度以上の液状化可能性が見込まれる場合に液状化の可能

性が高いと評価している．このように二つの判定手法を組み合わせることで判定による過大

評価および過小評価を抑制している．東京の液状化予測図では，品川区，足立区などで液状

化可能性が高い地域が集中している．また，品川区や江東区などの臨海部でも液状化危険度

が高い地域が見られる．本研究で実施する液状化評価と比較すると，品川区や江東区の南部

で液状化リスクが高いという傾向は共通する傾向として見られる．一方で，東京の液状化予

測図では足立区，葛飾区，江戸川区で液状化危険度が高い地域が比較的広範囲に見られるが，

本研究ではこれらの地域で液状化リスクが高い傾向は顕著には見られない． 

弾塑性有限要素解析は，時刻歴解析で過剰間隙水圧の上昇を直接評価するため，経過時間

ごとの液状化の進行を評価できる．図-4.35~4.42 には過剰間隙水圧比の深さ方向の分布図を経

過時間 100 秒ごとに図示している．図-4.35~4.38 は東北地方太平洋沖地震を対象地震動とする

結果を示しており，図-4.39~4.42 は大正関東地震を対象地震動とする結果を示している．東北

地方太平洋沖地震を用いるケースでは，100 秒経過時点では過剰間隙水圧比が 0.95 を超える

箇所は見られないが，200 秒時点では局所的に過剰間隙水圧比が 0.95 を超える箇所が見られ

る．大正関東地震型 L2 地震動を用いたケースでは，100 秒経過時点で広い地点で過剰間隙水

圧比が 0.95 を超える地点が見られる．図-4.32，4.33 に示した各対象地点での過剰間隙水圧比

の最大値のみでは，発生が危惧される液状化の程度の違いは表現していないが，図-4.35~4.42

を見ると，東北地方太平洋沖地震を用いるケースと大正関東地震型 L2 地震動を用いるケース

とでは，発生する液状化の程度に違いがあることが考えられる． 

図-4.43，4.44 には地表面での最大加速度の分布を示している．図-4.32，4.33 の過剰間隙水

圧比の分布と比較すると，最大加速度の大きい地域であっても過剰間隙水圧比の上昇してい

ない地域が多く見られる．過剰間隙水圧比が上昇し，液状化が生じている地点では液状化層

以浅には加速度が十分に伝わらず，最大加速度が低く評価されていると考えられる．ただし，

本推定では地点毎に入力深度が異なり，いずれの地点でも同一の入力加速度を設定している．

この入力深度の違いが地表面の加速度に大きく影響を及ぼしていると考えられる． 
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図-4.32 各地点浅層部（A.P.-30m 以浅）での最大過剰間隙水圧比 

（地震動：東北地方太平洋沖地震） 
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図-4.33 各地点浅層部（A.P.-30m 以浅）での最大過剰間隙水圧比 

（地震動：大正関東地震型 L2 地震動） 
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図-4.34 東京都の液状化予測図 21) 

（東京都建設局・港湾局「東京の液状化予測図平成 24 年度改訂版」より引用） 
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図-4.35 地点ごとの過剰間隙水圧比分布（東北地方太平洋沖地震，加振前） 

 

 
図-4.36 地点ごとの過剰間隙水圧比分布（東北地方太平洋沖地震，100 秒時点） 
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図-4.37 地点ごとの過剰間隙水圧比分布（東北地方太平洋沖地震，200 秒時点） 

 

 
図-4.38 地点ごとの過剰間隙水圧比分布（東北地方太平洋沖地震，300 秒時点） 
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図-4.39 地点ごとの過剰間隙水圧比分布（大正関東地震型 L2 地震動，加振前） 

 

 
図-4.40 地点ごとの過剰間隙水圧比分布（大正関東地震型 L2 地震動，100 秒時点） 
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図-4.41 地点ごとの過剰間隙水圧比分布（大正関東地震型 L2 地震動，200 秒時点） 

 

 
図-4.42 地点ごとの過剰間隙水圧比分布（大正関東地震型 L2 地震動，300 秒時点） 
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図-4.43 各地点での地表面最大加速度（地震動：東北地方太平洋沖地震） 
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図-4.44 各地点での地表面最大加速度（地震動：大正関東地震型 L2 地震動） 

 

4.4 まとめ 
 

本章では，東京 23 区の広域地域を対象に弾塑性動的解析を実施した．東京海抜ゼロメート

ル地帯は地下水の汲み上げによって地盤沈下が生じた地域である．実際の地下水位変動を水

理境界条件として設定することで，海抜ゼロメートル地帯での地盤沈下挙動を表現した．ま

た，地盤沈下中の地盤状態を初期条件として弾塑性動的解析による液状化評価を行うことで，

地盤沈下によって液状化リスクが低下するような傾向が得られた．広域動的解析では，ボー

リングデータを基に三次元地盤モデル構築プログラムを用いて地盤モデルを構築した．東京

23 区に 1000m 間隔で解析対象地点を設定し，463 地点での一次元動的解析を行った．463 地

点での解析結果から，過剰間隙水圧比によって液状化リスク評価を行うことで地点毎の液状

化リスクの違いが表現でき，液状化リスクの高いと考えられる地域を確認できた．  
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第 5 章 結論 

 

 第 2 編では，地震時の地盤挙動の解析によって地震災害の事前対策に資する研究に取り組

む．事前対策においては，地震時の地盤挙動を正確に表現することが重要である．地盤挙動

を正確に表現できる解析手法には，弾塑性力学を用いた有限要素解析が挙げられる．弾塑性

有限要素解析は詳細な解析手法であり，広域地域を対象に実施する際に課題が多い．本編で

は，広域地域を対象とした弾塑性有限要素解析を実施するうえでの課題の解決に取り組み，

実際に東京の広域地域を対象に弾塑性モデルでの一次元動的解析を実施した． 

第 1 章では，現状の広域液状化予測において広く扱われる液状化判定手法について述べ，

弾塑性力学での広域解析の位置づけについて記述した． 

第 2 章では，本編での解析で使用する既往の研究手法について記述した．本編での解析で

は土/水連成弾塑性有限要素解析プログラム DACSAR-I を使用する．弾塑性構成モデルについ

ては大野らの EC モデルを基本とし，橋口らの下負荷面，拡張下負荷面，せん断硬化/軟化，

せん断硬化モデルを組み合わせることで地盤の動的挙動を表現できる構成モデルとしている． 

第 3 章では，既往の弾塑性解析パラメータ決定手法の動的解析への適応について，実際の

観測波形の再現解析を交えて検討を行った．既往の研究では，N 値や塑性指数などの限られ

た地盤情報から弾塑性解析パラメータを決定する手法が提案されている．これらの既往の解

析パラメータ決定手法は静的解析を念頭に置いた手法であり，動的解析での使用については

十分に検討されていない．一般に載荷速度が増大するにつれて地盤材料の剛性は増大するた

め，圧密試験から得られる経験式を用いて圧縮指数を推定する場合には，地震時に地盤が示

す剛性を過小評価することが考えられる．本章では弾性係数と圧縮指数の関係式を導出し，

道路橋示方書に記載される N 値と弾性係数の関係式を用いて，N 値からの圧縮指数推定式を

導出した．さらに，新たに導出した圧縮指数推定式を用いた解析で実際の地盤における地震

波形の伝播を表現できるか確認した．解析は東京都の 3 か所の地震観測所を対象地点とし，3

種類の地震を対象地震動として実施した．これらの解析では，極めて周期の短い成分が主要

な地震動を対象とした際に実測値と大きく異なる解析結果となったが，卓越周期が 0.5 秒以

上であった他のケースでは実測値とおおよそ整合する解析結果が得られた． 

第 4 章では，地震時の大規模被害が危惧される東京都の海抜ゼロメートル地帯に着目し，

この広域地域を対象とした液状化解析を実施した．東京都の東部には海抜ゼロメートル地帯

と呼ばれる低地帯が広範囲に分布している．東京の海抜ゼロメートル地帯は地下水の過剰な

汲み上げが行われたことで地盤沈下が生じた地域であり，本章では地下水位の変動による地

盤沈下を解析で表現することで抜ゼロメートル地帯の地盤状態を表現した．ただし，広域解

析においては広域の地下水位変動の情報が得られなかったため，地下水位変動による地盤状

態の変化は考慮していない．広域解析では約 16000 本のボーリングデータから地盤モデルを

構築した．地盤モデルの構築には三次元地盤モデル構築プログラムを使用した． N 値および

塑性指数から弾塑性解析パラメータを決定する手法を用いることで，地盤モデルの各地点で

の解析パラメータを機械的に決定した．本研究では東京 23 区を対象に 1000m 間隔で解析地



第 2 編 弾塑性力学による地震被害シミュレーション 
第 5 章 結論 

119 
 

点を設定し，構築した地盤モデルから一次元動的解析モデルを構築することで，東京 23 区を

対象とした一次元の動的解析を実施した．解析結果としては広域地域を対象に複数地点で一

次元動的解析を行うことで，各地点での液状化リスクの違いを評価した．  
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結語 
 

 本研究では，大規模被害の発生が危惧される地震災害について被害を低減させる対策手法

を考えている．地震災害は発生の予測が非常に困難な自然災害であり，地震発生後に実施す

る応急対応を効率化する研究を行えば，発生の予測が不確実であったとしても実際の人的被

害の縮小に繋げることが出来るのではないかと考えた．兵庫県南部地震の際には被害情報が

正確に伝わらなかったために，適切な救助部隊の派遣を行うことの出来なかった事例がある．

被害情報を適切に予測することで，応急対応を効率化することが出来ると考え，研究に取り

組んだ．推定手法は逐次得られる死亡者数に着目したベイズ推定による被害予測である．ベ

イズ推定は統計的な予測手法であり，これまでの地震災害事例の被害情報推移を基に事前分

布を決定し，逐次，情報更新によってパラメータを更新することで真の被害情報を推定する

ことが出来る．しかし，統計に基づいた予測手法では，所謂想定外の災害を適切に推定する

ことは出来ない場合がある．本研究で扱うベイズ推定の推定値をいち早く真値に漸近させる

ためには事前分布の設定が非常に重要である．本研究では，この事前分布の設定手法につい

て様々な手法を検討したが，いずれの手法を用いても 2011 年の東北地方太平洋沖地震では信

頼できる推定値が得られるまでに膨大な時間を要する結果となった．東北地方太平洋沖地震

は非常に広範囲にわたって被害が生じたことや，当時では考えられなかった規模の津波被害

が生じたことなどから，想定外の地震災害であると言われている．報告される死亡者数の推

移を見ると，死亡者数の報告数，最終報告時間の長さ，情報更新の頻度についても他の地震

災害事例と比較して大きく異なる傾向を持つ地震災害であった．これらの理由から本研究手

法では十分な推定結果が得られなかったと考えられる．今後発生が危惧されている南海トラ

フ地震や首都直下地震などの巨大地震は，東北地方太平洋沖地震や過去に甚大な被害が生じ

た大正関東地震のような規模の被害が考えられている．現在求められている地震対策とはこ

のような巨大地震に備えるものであるべきであろう．しかし，本研究で取り組んできたベイ

ズ推定では，これまでに例の少ない地震災害には適用することが出来なかった．想定外の地

震災害が生じた際に正確な被害予測を行うには物理学に基づいた推定手法を用いる必要があ

るのではないかと著者は考える． 

地震災害は地中深くで発生した地震動が地盤を伝わり，地表付近に被害を及ぼすものであ

る．したがって，地震時の地盤の挙動を正確に表現することが正確な被害予測につながると

考える．地盤挙動を正確に表現する詳細な数値解析手法として弾塑性力学に基づいた有限要

素解析が広く実施されている．有限要素解析は詳細な解析手法として多くの成果が挙げられ

ているが，計算コストが高く，扱う際には専門的な知識が多く必要とされることから，広域

地域を対象に被害リスクを評価する場合には簡易な推定手法が採用される場合が多い．近年，

計算機の性能は飛躍的に向上しており，スーパーコンピュータを用いた解析だけでなく，GPU

を用いた並列計算によって計算コストの高い解析を実施できる環境を比較的安価に整備する

ことが可能となってきている．今後の計算性能の向上を考えれば，地震被害予測は弾塑性力

学に基づく詳細な解析手法を用いるべきであろう．そのため，本研究では広域地域を対象と
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する弾塑性解析実施への課題の解消を試みた．動的弾塑性解析での解析パラメータ決定手法

の構築は広域解析における課題の最たるものであろう．本研究で検討する手法を用いて決定

した解析パラメータを用いて実測の強震記録をおおよそ表現できることを確認したため，実

際の広域地域を対象とした一次元動的解析を実施した．東京 23 区の低地帯は海抜ゼロメート

ル地帯となっていることから災害リスクが高く，この地域を対象として解析を行う意義は大

きいと考えられる．本研究では十分な計算能力を有するプログラムの開発には至っていない

ため，構築した三次元地盤モデルから一定の間隔で指定する代表地点の一次元動的解析を実

施しているが，十分な計算能力を準備出来れば広域三次元動的解析を行うことも可能であろ

う．今回の検討では大正関東地震型 L2 地震動と東北地方太平洋沖地震の 2 通りの地震動での

液状化リスクを評価しているに過ぎないが，想定されている様々な地震動での過剰間隙水圧

比を計算することで，液状化リスクを確率的に評価することも可能であると考える． 

弾塑性解析技術はこれまで設計など事前対応に利用される技術であったが，広域解析技術

が確立されれば事後対応にも利用される技術となると考えられる．広域被害想定が事後対応

に利用される例として広く認知されているのはハザードマップであろう．ハザードマップは

土地の地盤災害リスクを確認する際などに利用されることが多いが，地震が発生した際には

避難行動に役立てることが出来る．ハザードマップでは実際に発生している地震とは異なる

地震動が想定されているが，予め地盤モデルを構築していれば地震が発生した時点でその地

震波形を用いて解析を行い，被害発生リスクを評価することが可能であろう．このリアルタ

イムの被害推定が可能であれば，地震発生後の応急対応にも利用することが出来るのではな

いかと考える．また，本研究で東京海抜ゼロメートル地帯での地盤沈下解析を行ったように，

定常的に観測される計測データを用いて再現解析を常に実施することで，リアルタイムの地

盤状態を反映した地盤モデルを構築できると考える．今後，本研究での成果をリアルタイム

の被害推定につなげられるよう発展させていきたい．ここで，本研究での成果と今後の課題

について述べる． 

第 1 編では，地震災害発生初期の被害情報不足を解消することを目的とし，ベイズ推定手

法を用いた被害情報予測モデルの構築に取り組んだ．本研究で使用する被害情報推定モデル

では死亡者数の経時変化を表現できる死亡者数再現関数を仮定する．最終報告時間までの死

亡者数の経時変化を表現する再現関数パラメータをベイズ推定手法によって予測することで，

最終報告時間における死亡者数を推定する．既往の研究で構築されてきた被害情報推定モデ

ルでは死亡者数再現関数としてワイブル分布を用いてきた．しかし，ワイブル分布の他に適

切な死亡者数再現関数が存在することが考えられるため，成長曲線のひとつであるロジステ

ィック曲線および単純な双曲線を表現できる TANH 関数を用いた被害情報予測モデルを構築

し，被害予測時間について検討した．死亡者数の経時変化の再現性については，ロジスティ

ック曲線の再現性が他の関数と比較して高いように見られたが，パラメータの変化に対する

感度が高かったため，推定値の収束に時間を要する結果となった．一方で，TANH 関数では

死亡者数の経時変化を再現性高く表現することは出来なかったが，パラメータに対する感度

が低いため，他の関数を用いた場合よりも比較的早期に推定値が収束する結果が得られた．

また，ベイズ推定手法では初期条件として設定する事前分布が早期の推定に大きく影響する．
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そのため，本研究では事前分布の設定手法について検討することで，より早期に被害を予測

できる手法の構築を試みた．本検討では，意思決定時点までの被害情報を用いて事前分布を

設定する手法として，二通りのアイディアを検討している．検討する事前分布設定手法のひ

とつは 24 時間時点までの死亡者数を予測し，24 時間時点での実際の死亡者数と比較するこ

とで，最終死亡者数を推定するための事前分布を決定する手法である．一つ目の手法を用い

て推定を行うことで，おおよそ全ての事例について 27 時間で信頼できる予測を行うことが出

来た．検討する事前分布設定手法のもうひとつは，24 時間時点までの死亡者数の経時変化を

表現する再現関数パラメータと，最終報告時間までの死亡者数の経時変化を表現する再現関

数パラメータとの関係性について着目し，変化量を仮定することで最終死亡者数を推定する

ための事前分布を決定する手法である．二つ目の手法では再現関数パラメータの変化量につ

いて，地域特性に着目して仮定した．この手法ではすべての事例で一様に十分な精度での推

定を行うことは出来なかったが，地域ごとに適切な死亡者数再現関数を採用することで，24

時間で信頼できる予測を行うことが出来た．ただし，ベイズ推定手法において情報更新間隔

は非常に重要であり，24 時間以内に十分な頻度で情報更新が行われていない事例では推定値

の収束に時間を要した．また，本推定手法では東北地方太平洋沖地震の被害予測には 200 時

間以上の膨大な時間を要する結果が得られた．今後の大地震に適用する手法を構築するため

には統計的手法のみに因らない推定手法の構築が必要と考える． 

 第 2 編では，弾塑性解析による数値シミュレーションによって地震時被害の正確な予測を

行うことを目的とし，推定手法の構築に取り組んだ．弾塑性解析では解析パラメータが非常

に多く，パラメータ設定の作業コストが高いという課題がある．本研究では，既往の解析パ

ラメータ決定手法の動的解析への適用を試みた．圧密試験での載荷速度と地震時の外力の載

荷速度は大きく異なるが，載荷速度が速い場合には地盤の剛性が高くなるため，既往の試験

結果から作成した推定式では地盤の剛性を過小評価する恐れがある．そのため，弾性係数と

N 値との関係から新たな圧縮指数推定式を構築し，動的解析に適用できる解析パラメータ決

定手法を構築した．さらに，地震時の実際の観測波形を対象に，地震時の地盤挙動を解析に

よって表現可能か確認した．解析結果として，検討地震動の短周期の成分が主要な場合には

実際の観測波形を表現することは困難であるが，卓越周期が 0.5 秒以上の事例ではおおよそ

実際の挙動を表現出来ることを確認した．また，実際の広域地盤を対象とした被害シミュレ

ーションとして，東京 23 区を対象に広域一次元動的解析を実施した．東京 23 区の東部には

海抜ゼロメートル地帯が広範囲に分布しており，災害リスクが高い地域となっている．東京

の海抜ゼロメートル地帯は地下水の過剰な汲み上げによって地盤沈下が生じた地域である．

本研究では地下水位の変動を水理境界条件として設定することで，海抜ゼロメートル地帯の

形成による地盤状態の変化を解析によって表現した．また，広域一次元動的解析では，東京

23 区のボーリングデータを基に N 値および土質区分についての三次元地盤モデルを構築し

た．本研究では一次元での動的解析を実施するため，東京 23 区内 1000m 間隔で解析地点を設

定し，三次元地盤モデルから一次元解析モデルを作成した．ここで，一次元地盤モデル底面

に検討対象地震動を境界条件として設定し，東京 23 区の代表地点とした 463 地点での一次元

動的解析を実施した．解析結果として，地点毎の過剰間隙水圧比を用いて液状化リスクを評
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価することで，地点毎の液状化リスクの違いを表現することが出来た．ただし，広域弾塑性

解析には未だ課題が多く残っている．本研究では十分な計算能力が確保できなかったために

一次元での動的解析によって広域の被害リスクを評価した．しかし，代表地点のみでの一次

元解析では地点間の液状化リスクについては評価できないため，広域解析としては不十分で

ある．詳細に液状化リスクを評価する際には，より解像度を高めた解析を行うことが望まし

い場合があると考えられる．また，一次元解析では周囲の地盤の影響を考慮することが出来

ない．周囲の地盤で液状化が生じている場合には，隣接する地点で液状化が生じることが考

えられるため，周囲の地盤の影響を考慮するためには三次元解析を行う必要がある．また，

本研究では各地点の一次元地盤の底面に検討する地震動を設定しているが，すべての地点で

同様の加速度を設定している．実際には解析対象地盤以深の地層によって伝播する加速度波

形は異なる．そのため，基盤面での地震動を検討対象の地震動とし，基盤面から解析対象地

盤底面までの地震動の増幅を考慮した加速度を入力加速度として設定する必要がある．本研

究ではボーリングデータから構築した地盤モデルの地盤情報から解析パラメータを決定した

が，ボーリング調査データにおいても実際の地盤情報を正確に評価することは難しく，N 値

や土質区分，位置情報など地盤情報には不確実性が多く含まれる．そのため，地盤情報の不

確実性を考慮するためには地盤情報にばらつきを持たせ，モンテカルロシミュレーションを

行うことが望ましい．ただし，ばらつきを考慮した広域解析の場合には必要な計算コストは

相当に増加することが考えられるため，計算能力の十分な向上が重要な課題である． 
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付録 弾塑性動的解析での解析条件 

 

 数値シミュレーションでは，実際の自然現象に対して様々な仮定を設定することで，自然

現象を定量的に評価する．付録として，弾塑性有限要素解析による地震被害シミュレーショ

ンにおいて設定する解析条件について述べる．  

 

1. 土/水連成での一次元動的解析での解析条件 
 

 有限要素解析では解析対象の事象を表現するた

めにどのような境界条件を設定するかが非常に重

要である．ここでは，土/水連成での一次元動的解

析での境界条件について記述する． 

 

1.1 一次元解析メッシュ 

有限要素法による一次元動的解析での地盤モデ

ルは鉛直柱の二次元メッシュを用いる．一般的に

上端面を地表面とし，地表面から入力基盤までを

モデル化する（図-1）． 

 

1.2 水頭境界条件 

 地震応答解析では，境界面での水理境界条件として非排水条件を設定する場合が多い．地

震挙動は一般的に極めて短い時間の現象であり，地震時に間隙水の移動が生じることは考え

にくいためである．ただし，地表面は常に排水条件と設定する場合が多く，動的解析におい

ても地表面については排水境界条件を設定する場合が多い． 

 

1.3 周期境界条件 

 有限要素解析によって一次元動的解析を行う場合には鉛直柱の二次元メッシュを考えるこ

とが一般的である．一次元動的解析では水平成層地盤の一地点を想定するため，二次元メッ

シュの側面は常に両側面が同様の挙動を示す周期境界条件を設定する． 

 

2. 入力地震動の設定 
 

 地震応答解析においては，検討対象とする入力地震動を境界条件として設定する．ここで，

検討対象とする入力地震動をどのように定義し，境界条件として設定するかは外力を左右す

る事項であり，解析結果に大きく影響を及ぼす．そのため，ここでは入力地震動の設定につ

いて記述する． 

 
図-1 一次元動的解析メッシュ 



付録 弾塑性動的解析での解析条件 

125 
 

2.1 入力地震動の定義 1) 

動的解析では一般的に鉛直方向に伝播する地震動について考

える．地震波は発生する地点から屈折を繰り返すことで次第に

鉛直方向に近づく．震源の深さは動的解析で検討する地盤深さ

よりもはるかに深いため，入力地震動はおおよそ鉛直方向に伝

播する波となっていると考えられる．入力地震動について考え

る際，地震波は上昇波（E 波）と下降波（F 波）に分けて考えら

れることが多い．図-2 には地盤を伝播する地震動の概略図を示

す．地震波は上昇する E 波と地層面で反射して下降する F 波が

合わさった波であり，E+F 波と表現される．地中に位置する地

震観測所などで観測される地震波は E+F 波であり，表層地盤の影響を反映した地震波となっ

ている．したがって，ある地点で観測された地震波を他の地点での入力波形として使用する

ことは望ましくない．また，基盤面の上に地盤が存在しないと仮定すると，基盤面での反射

波は上昇波と一致する．この時の基盤面での地震波は 2E 波と表される．ここで，2E 波は表

層地盤によらない地震波であると考えることが出来る．2E 波の入力地震動は，解析地盤の底

面に粘性境界を設定することで表現できる 2)．粘性境界条件は一般的な剛基盤の条件とは異

なり，境界外部に地震波が逸散する条件を設定するものであり，基盤面での下降波の下方逸

散を表現することが出来る． 

 

2.2 地震動の入力深度 

 地震動は解析で想定する地盤よりもはるかに下方から伝達さ

れるが，地震動が発生した箇所より上方のすべての地盤を正確

にモデル化し伝達過程を解析することは極めて困難である．こ

こで，入力深度の違いが解析結果に及ぼす影響について記述す

る． 

図-3 のように二つの質点が連結した簡単なばねモデルを考え

る．上部の質点の変位を 2 ( )x t ，質量を 2m ，中間の質点の変位

1( )x t ，質量を 1m ，中間の質点と上部の質点を結ぶばね係数を 2k ，

中間の質点と下部基盤を結ぶばね係数を 1k ，下部基盤での変位

を 0 ( )x t とする．上部の質点に着目すると振動方程式は式(1)のよ

うに表せる．式(1)は式(2)のように変換でき， 2x は式(3)のような

形で表せる． 
2

2
2 2 2 12 ( )d xm k x x

dt
    (1) 

2
2

2 2 2 2 12

d xm k x k x
dt

   (2) 

2
2 12

2 2

kx x
k m 




 (3) 

 
図-2 地震動の伝播 

 
図-3 ばねモデル概念図 
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ここで式(3)より， 2 ( )x t は中間点の変位 1( )x t ，上部の質点の質量 2m および中間の質点と上部

の質点を結ぶばね係数を 2k から求まる値であることが分かる．そのため，変位のみに着目す

れば，動的解析において，解析対象深度以深について検討する必要は少ないと考えられる． 

 

3. メッシュサイズ依存性 
 

 有限要素解析による動的解析ではメッシュ間隔を細かく設定するほど計算コストが大きく

なるが，メッシュ間隔が粗ければ周波数の大きい波が遮断され，適切な計算結果が得られな

い場合がある．鉛直方向のメッシュ間隔 hは地盤のせん断波速度 SV や想定する地震動の最大

考慮周波数 maxf に応じて算定する以下のような式がある 3)． 

max(1 / )( / )Sh m V f  (4) 

ここで，m は伝播する波の周波数成分が遮断されないための波長の分割数である．式(4)は一

般に用いられる算定式であるが，実際に解析を行う際には，メッシュ間隔をさらに細かくし

た場合でも解析結果に違いが生じないことを確認したうえで解析を行うことが望ましい． 

ここで，一次元弾塑性動的解析でのメッシュ間隔依存性について確認を行う．ボーリング調

査データに含まれる N 値などの試験データは深さ方向に 1.0m 間隔で実施されている場合が

多い．このようなボーリング調査データを基に動的解析を行う場合には N 値の分布間隔に倣

い，1.0mのメッシュ間隔を設定することが多い．ここで，1.0mのメッシュ間隔で実施する解

析結果と 0.5mのメッシュ間隔で実施する解析結果とを比較し，メッシュ間隔の依存性につい

て確認する．基本とした解析モデルは深さ 63mまでの地盤をモデル化しており，1.0m 間隔で

63 要素から成る鉛直柱の解析メッシュである．解析領域を変化させないため，メッシュ間隔

を半分にしたケースでは 0.5m 間隔で 126 要素から成る鉛直柱の解析メッシュを考える．基本

の解析メッシュを用いた解析ケースをMesh１，メッシュ間隔を半分とした解析ケースをMesh

２と呼ぶこととする．入力地震動について，加速度波形を図-4，フーリエスペクトルを図-5 に

示す．入力加速度は最大加速度が 500Gal を超える加速度波形であり，フーリエスペクトルを

見ると 1.5 秒付近の成分が卓越するような地震動となっている．また，比較的周期の短い成分

についても大きい振幅となっているため，短周期成分に影響が出ることが考えられる．解析

結果として Mesh１，Mesh２での地表面加速度を図-6 に示す．最大加速度が大きく，Mesh１，

Mesh２の違いを確認することが難しいため，拡大したグラフを図-7 に示す．また，Mesh１，

Mesh２での地表面加速度のフーリエスペクトルを図-8 に示す．図-5，図-6 を見ると，加速度

の大きい 50～60 秒付近の時点で，Mesh２のほうが Mesh１よりも加速度が大きいことが確認

できる．一方で，加速度の比較的小さい時点では加速度の違いはあまり確認できない．図-7 よ

り，フーリエスペクトルを比較すると，3 秒以下の周期ではおおよそどの周期の成分も Mesh

２では Mesh１よりも大きな振幅が得られている． 
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図-6 地表面加速度波形 
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図-4 入力地震動加速度波形 

 

図-5 入力地震動フーリエスペクトル 
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図-7 地表面加速度波形（20～180 秒について拡大） 

 

 

4. 入力地震動の時間間隔 
  

有限要素解析では時間増分の設定が解析結果に影響を及ぼす場合がある．メッシュ間隔と

同様に時間間隔を細かく設定すれば計算コストが大きくなるが，粗すぎればと計算エラーが

生じる場合や適切な計算結果が得られない場合がある．地震応答解析では地震動を入力する

が，地震動は極めて短い時間に生じる現象であるため，十分に細かい時間増分を設定する必

要がある．一方で地震応答解析では設定すべき時間増分に対して長時間継続する事例もあり，

計算コストが問題になる場合も多い． 

 ここで，メッシュ間隔の依存性と同様に，一次元弾塑性動的解析での時間間隔の依存性に

ついて確認を行った．地震動の観測値は 0.01 秒のサンプリング間隔で得られている場合が多

い．そのため，実測値に沿って解析を行う場合には観測値と同様に 0.01 秒の時間増分で解析

を行うことが妥当であろうと考えられる．しかし，加速度が大きい場合には 0.01 秒の間の加

速度増分が大きくなり，有限要素解析では正確に計算できない場合がある．ここでは，0.01 秒

の時間増分を基本とし，時間増分を 1/2，1/4，1/8 とした解析との結果を比較することで時間
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図-8 地表面加速度フーリエスペクトル 
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増分の依存性について確認する．基本の 0.01 秒の時間増分で実施する解析ケースを case1，

0.005 秒の時間増分で実施する解析ケースを case2，0.0025 秒の時間増分で実施する解析ケー

スを case3，0.00125 秒の時間増分で実施する解析ケースを case4 と呼ぶこととする．入力地震

動はメッシュ間隔依存性の確認で用いたものと同様の地震動（図-4,5）を使用している．地盤

モデルについてもメッシュ間隔依存性の確認の基本メッシュと同様にしている．解析結果と

して case1~4 での地表面の加速度波形を図-8 に示す．ただし，加速度波形は加速度の大きい

20~180 秒の区間のみを拡大している．最大加速度が観測されている 40~70 秒付近を見ると，

最大振幅の大きさに違いが見られるものの波形の違いは小さい．一方で，80 秒以降の比較的

振幅の小さな区間では波形の違いが確認できる．Case1 の 80~100 秒付近の振幅は他の 3 ケー

スと比べて大きくなっている．また，Case2 の 120~160 秒付近の波形は他の３ケースと比べて

周期の大きい波となっていることが確認できる．Case1，case2 では他のケースとの違いが確

認できるが，case3，case4 の間には顕著な違いは見受けられない．本解析では 0.0025 秒より

も細かい時間増分を設定すれば，おおよそ安定した解析結果が得られると考えられる．図-9 に

は case1~4 での地表面加速度のフーリエスペクトルを示す．図-10 には case1~4 での地表面加

速度のフーリエスペクトルについて周期 3 秒までを拡大している．Case1,2 では case3,4 と比

較して 3 秒以降の周期での振幅が顕著に大きい．一方で，case3,4 についてはどの周期の成分

についても振幅の違いがほとんど見られないことから，case3,4 の時間増分では解析結果がお

およそ収束していると考えられる． 

 本検討では，メッシュ間隔及び時間増分が解析結果に及ぼす影響について，実際に解析を

行うことで確認した．本検討の一つの解析条件のみを扱っているため，メッシュ間隔および

時間増分としてどのような値を設定するべきかという一般的な値を示すことは出来ない．た

だし，一次元動的解析の際にメッシュ間隔や時間増分が解析結果にどれほどの影響を及ぼし

うるか示すことが出来たと考える．今後の動的解析ではメッシュ間隔や時間増分の依存性に

ついて十分に検討したうえで，解析を実施すべきであろう． 
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図-8 地表面加速度波形（20～180 秒について拡大） 

 

  
図-9 地表面加速度フーリエスペクトル 図-10 地表面加速度フーリエスペクトル 

（周期 3 秒までを拡大） 
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